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第 1章

計画の策定にあたって



計画の策定にあたつて

1計 画め策定趣旨

平成 11年 6月 に男女共同参画社会基本法が施行されてから 今 年で 13年 目

を迎えます。

冬川町では、平成 12年 3月に 「さむかわ男女共同参画プラン」を策定し 平

成 12年度から17年度までの 6年 間を実施期間として推進に宮めました。この

問 男 女がともに主体性をもつたと言方を自由に選択し い さいまとした人生

をとることができ 性 】けによつて役ヨを押 しつけられることなく 個 人の人懐

が革重され 多 様な生音方を追求でき 社 会のあらゆる分野に主体的に参画で

きる男女共同参画社会の形成に取り組みました。

その間 国 では 「配偶者からの果力の防止及び校官者の保護に関する法停 ほ己

偶者景力防止法)jの 制定や改正 「青児休業 介 護休業等育児又は家族介惑を

行 う労働者の福社に関する法倍Jの改正、「次世代言成支援対策推進法Jの制定

神奈)叫県では 「神奈川県男女共同参回推進条例Jの 制定など 社 会情勢の変化

に応じた■やや条例の整備が行われました。

こうした目や県の動向に対応する形で、町では平成 18年 3月に 「第二次さむ

かわ男女共同参回プラン～男女がともにおくように～Jを 策定し 平 成 22年度

までの 5年 間を実施期間として 引 き続き男女共同参画社会の形成に取り組ん

できました。

「第二次さむかわ男女共同参画プランJの 策定から 5年 が経過し こ の間に

も 「女性の再チャレンジ支援プランJの 策定や改定 「雇用の分野における男

女の均等な機会及び待通の確保等に関する法律 (男女雇用機会均等法)」の改正

「配偶者呆力防止法Jの 改正 「仕事と生活の調和 (ワーク ラ イア バ ランス)

憲章J及 び 「仕事と生活の調TD推進のための行動指 l々jの 策定など 男 女共同

参画に関連した新たな法改正や指針害の策定がありました

しかしながら 平 成 22年 2月 に町が実施した 「男女共同参7oF社会に関するア

ンケー ト (町アンケー ト)Jの 結果では 男 女が平等になつているかという間に

対して 「社会遠念 習 慣 し きたりなどJで は 「そう思わないJ「どちらかと

いえばそう思わないJを合わせた「思わないJという人の割合が男性全体の4900

女性全体の 64%を 占めています。同様に 「社会全体J「職場の中でJ「政治の場

でJに ついても 平 等だと f思わないJと いう人の割合が 「思うJと いう人の

割合を大きく上回っています。

また 全 国的傾向としてはデー トDVな ど 既 子の法制度で定義 しきれない

現代的課題も寅IE化してきています。

こうした状況から、的1こおけるこれまでの男女共FE参回社会の形成に向けた



It画の策定にあたつて

取り組みはいまだ十分とは言えす 近 年の問題傾向に対する認識を新たにしな

がら 男 女がともに 自 らの能力を発揮 し 個 性を伸ばし 自 由に生き方を選

択できる社会をつくるという取り組みが 引 き続き必要であると考えます。

折しも国の第 3次 男女共同参画基本rt画と時期を同じくしての策定となりま

した 国 の動向には十分留意しつつも 原 則的には前回の 「第二次さをかわ男

女共同参画プランJを ベースに 法 改正等の動きや町アンケー トの結果を踏ま

えながら 知 中町の現状に対応 した計画として こ こに 「(仮称)第 3次 さむか

わ男女共同参画プランJを 策定するものです。

2計 画の性格

この計画は、冬川町総合計画 「さむかわ 2020ブ ランJに 基づく分靭 !の基本

計画の一つであり 寒 川町における男女共同参画社会の形成を目指す上での

言わば道 じる｀ となるものです。町民、事業所 そ して関係各機関や町が そ

れぞれの立場に応 した役割を十分に果た しながら そ れぞれの場面で取 り組む

ことが求められる実行計画です。

3計 画期間

このFI画の実施期間は、平成23年度からコ城27年度までの5か年とします。

なお、社会情勢の変化などにより 必 要に応じて見直しを行いまえ

均戎23年度

(2011年度)

平成24年度

(2012年 度)

平成 25年度

2013年 度)

～平蔵 32年度

～ (2020年 疫 )

平成 25年度

(2014年 度)

平成 27年度

1201S年度)

無川町総合計画 rさむかわ四 20ブ ランJ基 本針面

(前期～2011年 度 後 朔 9012～2020年 度)



第 2章

計画の考え方



討箇の考え万

1 基 本理念

『男女共同参画社会の形成』

平成11年6月に施行された男女共同参画社会基本法には 「男女共同参百

社会の形成」について次のように定義されています。

男女よ 社会の対等な悟成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分gsにおける活動に参画する機会が確保され、もつて男女が均等に政治的、

経済的 社 会的及び文化的利益を享買することができ、かつ 共 に貢任をlB

うべき社会を形成することをいう。
寒川町では  「男女がともに 自 らの能力を発揮し、個性を伸ばし 自 由

に生き方を選択できる社会をつくることr"ミ 『男女共同参画社会の形成』
という基本理念の実現につながると考えます。
そのためには 個 人個人の意識の向上はもちろんのこと 性 別による固定

的な役割分担意識にとらわれない価値観や社会の仕組みをつくることが必要
でキ

この計画では 基 本電合の実現に向けた基本的な考え方を3つに整理し

それぞれ次のように定めて 客 川町における男女共同参回社会の形成に取り

組みますc

<基 本的な考え方>

(1)人 権が尊重され 男 女が平害な地1域社まづくり
人権の尊重と男女平等は 基 本的人権として日本国憲法に明記されていま

す。
しかし 現 実の社会の中では 女 性が女性であるというだけで そ の能力

を発舞する機会を十分に与えられなかったり そ の能力や実績を正当に評価
されないといった不平等が存をしています
こうした不平等のもとには 14別 による固定的な役割分担意識など 偏 つ

ン    た 男女旬があり 女 性に対して不利益なだけでなく 男 性の生き方の自由な
選択を阻むことにもつながっています。

そのような差別や偏見をなくし、それぞれひとりの個人として尊重され
平等に扱われることが必要です。

(2)男 女が自立し あ らゆる分野に参画できる地lel社倉づくり
男女平等の意識は広まっているものの、現実的には家庭 地 域 職 場など

で  「男だから 女 だからJと いう固定的な役割分担音識がまだ残っていま
え

貫に豊かな社会を実現するためには 男 女ともに自立し性別にかかわりな
く個人を尊重するという言載を持つことが大切です。



計画のもえ万

(3〉 いきいきと費bし て讐らせるPU域社会づくり
地域社会は そ こに住む人々やそこで活動する人々が互いに支え合うこと

が大切ですが、ライクスタイルの多様化により人々の地域社会への関,いが申
れてきてぃます
男女ともに 健 康で、いきいきと安心して暮らしていくためには、地域社

会において そ こでかかわり合う人々の選常意識を醸成することが必要で曳



計画の書え方

基本目標

基本理念に基づいて 男 女共同参画社会の形成を実現するため 次 の4つの

基本 目標を掲げ 具 体的な事業を展開 します。

1 あ らゆる分野での男女共同享画の促造

駐塚や地域などあらゆる分野において 男 女が社会の対章な構成員として

参画てきることは 男 女共同参画社会の形成にとって不可欠なことです。特

に 女 性が攻策や方針決定過程 団 体の意思形成の過程に関わることは 社

会の構成員の言思を通切に反映する者味でも重要です。

全国の女性雇用者数は 自 雇用者数の約4割 を占め 平 成 21年 度までの

5年 間の伸びは微増ながら増加llR向を示しているものの 十 分であるとは言

えません。町の審議会守への女性の参面についても ま だまだ十分とは言え

ません。

また 自 お会などの住民活動という視点で見ても 女 性の参加そのものは

多いもののリーダー的立場での参画となると ま だまだ少ないのが現実です

そこで 事 業所等をはじめ様々な場面に女性が登用されるよう促進すると

ともに 女 性が様々な分野にチャレンジしていくための意敗啓発や学習機会
の充実を図ります。

]男 女の人権の専量

男女共同参画社会の形成は

れ 個 人が自由な音思のもと

求められます。

性別にかかわらす一人ひとりの人権が尊重さ

各分野で能力が発停できるようにすることが

そこで 男女の人権学重の意識啓発と相旗事業 情報提供の充実を図ります

ll 仕 事と生活の調和 (ワーク ラ イフ ′ ラ`ンスX)推 進のための環境づくリ

男女共同参画社会の形成によって 維 もが仕草と家庭生活 地 域生活、個

人の自己啓F.4や趣咲など様々な活動について 自 ら希望する′`ランスで調和
のとれた生活ができることを目指 します。

そのためにほ 男 女ともに そ の価値紐やライフスタイルに応した多様な

働き方ができるような労働環境と 仕 事と家庭 地 域活動との両立が可能な

環境をっくることが求められます。
そこで 男 女雇用平年の意識啓発や労例相酸に関する情報の提供 保 首環

境の充実や家事 育 児 介 護などへの男14の参加促進などを図りま曳

※ワークライフ ア ラヽンス :仕事と生活の臨和 老者男女講もが性喜 家庭生活
地|す生活 個 人の自己誉発 趣味など様々な活動こついて 自 ら希望するソヽラン
スて展開でき 多様な生き方が選択 実現できるようになること。



計画の者え方

V 男 女共同該画社会実現のための意段づくり

男女共同参画社会の形成を実現するためには 職 場や地域 家 庭や学校と
いったそれぞれの場で、町民一人ひとりが 性 別による固定的な役割分担古
戯を見直していくことが必要で汽

そこで、職場や地域において男女平等意識や男女共同参面についての理解
を深めるための研修や蒔演会などを実施することにより、町民への音議啓発
を図りまえ
また、家庭において男女共同参画者議の藤成を図るとともに 学 校におい

ては男女平等教育の推進と、学校教育関係者への意識啓発や研修の充実を図
りまえ
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第 3章

施策の展開



題本目標 Iあ らゆる分野ての男支共同鬱画例 尼進

基本目標

I

職場やtF8な どあらゆる分野において 男 女が社会の対等なや蔵長として

参画できることは、男女共同参El■会の形成にとって不可欠なことで曳 宿
に 女 性が政策や方針決定過程、団体の意思形蔵の過程に関わることは 任

会の構成員の意思を適切に反映する意味でも重要です。
全国の女個電用者数は、全雇用者数の約4割 を占め 平 成 21年 度までの

5年 間の伸びは微増ながら増力B傾向を示 しているものの 十 分であるとは言

えません (グラフ①,廟 。町の卒議会奪への女性の参画についても ま だま

だ十分とは言えませ′ぁ

また 自 治会などの住民活動という視点で見ても、女性の李加そのものは

多いもののツーダー的立場での参画となると ま だまだ少ないのが現実で

す

そこで 事 業所寧をはじめ様々な場面に女性が登用されるよう促進すると
ともに、女性が様々な分野にチャレンジしていくための意識啓発や学習機会
の元真を図ります。

ツ

グラフ③ E周 晋叡枝UIE周 首樽数に占める女性割合の推移

― at● "● ■【章口0  -8月 0● R(〔 0■ ) ― ― ― ― =窮 at口 ■てる0● ,

資料 :厚生労8jむ 「平成21年 版白く支性の実情」



施策の基本的方向

基本目額 Iあ らゆる台野での男女共同働回の促遺

町も含めて 事 素所年における女性従来員の割合や管理はに占める女性の

割合は 依 然として低い水準にあります。
また、町の奉践会等への女性の議面についても 委 員構成における男女比

に配慮するよラ努めてはいるものの、まだまだ十分な状況とは言えません

(グラフ0参照)。

自活会をはじめとする歳々な住民活動のな況を見ても 女 性リーダーの存

在については ま だまだ少ないというのが現実です (グラフ0,照 )。
こうした状況を踏まえ 職 場や地域において女性が積極的に,画 し 社 会

の構成員としての意思を道切に反映できるように 町 の様々な政策や民間国

体の方針決定過程における封との参画機会の拡充を促進します。

グラフ③政策 方針決定過程などへの女性の鬱回状況 (国‖町)

く自ね会長 (20自ね査)> く単位,「 A会 長 り 中ヽ学校●弦)>

女性 ( 3人)

30%

聾川田町民IR境部町民88誼べ 〈平成22鮮 7月 18銅 在〕

グラフ②寒川田雷lB含書における女性毒R比率

庄革て“)
35

30

25

2●

15

10 こ時点
1'41 1841 D41 2041    2141(年 号 ,軍蔵)

内閣府 「地力公共団体における男ま共同0画 社会の湖 又は女性に

関する斑環の継遠状p.」ょり作成



基本目標Iあ らゆる力野ての男立共同参画の促撻

施策の内容

(コ)事 業所年への女性驚用の促進

町内の各事業所等に対 して男女の雇用機会均等の啓発を行い 女

性の雇用を促進するとともに 管 理rdへの猶極的な女性登用を促進

します。

(2)町 審議会等への女性毒員の整用

ポジティプ ア クション(積極的改善措置)Xを ll進するため 男

女が均 4rのとれた構成比になるよう女性委員登用車の目標値を30%

に設定 し そ れぞれの審議会守に相応 しい言見の反映ができるよう

にします。

※ポシティフ ア クション く祖極的改善お置):男 女が社室の穏成員と

して 自 らの意8に よって社会のあらゆる分野における活動に参画する
傍会に係る男女間の格差を改笛するため惨妻な範囲内において 男 女の
いすれが一方に対し 当 該機会を積極的に提供することをいい 男 女共
同参画社会基本法第2条第2gに おいて規定されている。

(3)住 民活動などにおける女性 リーダーの登用の促進

リーダーとしての積極的な埜用を促進するとともに 住 民活動ヘ

の女性の参加をよリー
層促進することにより fr来 リーダーになる

べき女性を育てようとするものです。

職場や地域において女性が積極的にリーターとして活露するためには 所
島する組織が積極的な女性登用を推進する一方で 女 性自身の音議啓受や能

力開発が必要です。

そこで 就 業や住民活動について積極的に取り組む女T4のために 読 匹等
による意識啓発や能力開発 検 々な情報提供による就職 再 杜職の支援を行
います

施策の内容

〈1)女 性の人材育成の充実

女性がその個性と能力を発加 して こ れまで女性が少なかった分
野や管理騒登用など政策や方 |々の決定過程への参面を目指すための

意識啓発や、キャリアアップにZ要 な能力開発の機会充実を図りま

曳

(2)女 性の社会'画 に関する情報提供

資格取得やスキルアシプのための講座情報や就職 再 tt職など採
用に関する情熱を握供します。

施策の基本的方向



基本目揮[目 立の人指の尊置

基本目標

t 男女あ人権の尊重
‐

男女共同参画社会の形成は 性 別にかかわらす一人ひとりの人権が尊重さ

れ 個 人が自由な意思のもと 各 分野で能力が発揮できるようにすることが

求められま丸

そこで 男女の人権尊畳の意識Paf発と相談事業 情報握lLの充実を図ります

案力は、いかなる理由であろうと決して許されるものではありませんが

配慣者などからの暴力 (ドメスティック バ イオレンス 以 下 「DV」 と言

う。)や 性的な探がらせ (セクシュアル ハ ラスメン ト 以 下 「セクハラ」

と言 う。)は  残 念ながら身近なところで実際におきています(グラフ④り知

昨今では 本 人同士の間における暴力 (以下 「デー トDV」 と言う。)も

顕在化 しており 社 会的問題になりつつあります。
DVに ついて国では 平 成13年に配捐者案力防止法を常1定し そ の後実億

に対応する形で法改正するなど、絞害者の支援について法整備を行つていま

す。

町でも、DVや セクハラについて 複 官防止のための町民への意識啓発を

積極的に行うとともに 被 官者のための支援体制の充実を図る必要がありま

す

そこで DVに 関する情報提供やセクタヽラ防止の研修会等の開催により

町民や事業所等への意識啓発を行 うとともに DV相 談や界急一時保護事業

による被害者への支援を推進するなど、DVや セクタヽラの防止対策を推進 し

ます。

施策の内容

(1)配 偶有などからの案力防止に関する意識啓発と被害者への支援

DVに 関する様々な情報を発信し 町 民がDVの 被害者にも加害

者にもならないよう意識啓発を図ります。
また 稜 害者が最初にrfする相談窓日として 関 ff機関との道携

により萩官者の保護を行いますも

(2)セ クシュアル ハ ラスメント防止対策の推進

広報れなどでセクハラ防止のための情報を発信し 町 民への意識

啓発を図るとともに、人権相談や関係機関での相談窓日についての

情報を握任します。

施策の基本的方向

J0



基本目標Il男 女の人権の尊重

グラフ鋼 揚 地 域 学 校 家 になどでのハラスメント等

Otク ′ヽラを受けた て現に)
ことがある (女性)

④′つ ′ヽラを質けた (男性)
ことがある (女 t)

00Vを 受けた (男性)
ことお(ある (女勘

③tク ハラをした (男性)
ことがある (女佐)

0(ワ ハラをした (男性)
ことお(ある (女性)

00Vを した (男性)
ことポある (女性)

⑤身近に,BII書した (勇に)
ことがある (女忙)

②身近な人から相護を (現に)
受すたことがある (よ に)

②自分の周りに受けた (現に)
人はいないと思う  (女 性)

，
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20%     如 %
。綾当 口非該当

100%

割 ⅢBI「男玄共同参画社会に関するアンケー ト (平成22年 2月 )察 計格実」より

ツ

人権問題は 性 別や職種 年 節 国 箱などにかかわらず様々な場面でおこ

りうることです。権力や如立を利用した嫌がらせ (パワーハラスメン ト 以

下 「パワハラJと 言う。)や 人種差別、子どもや高齢若など社会的弱者への

店待といつた様々な人権侵害への対応と防止対策が求められています (グラフ

⑤じ照)。

グラフ③児童虐信相談件数及0高齢書虐待相談件数

101

40

2 6   6         3 6   1 3
平成18年度   平 成10年度 平成20年度   平 成21年度

● 高 齢者麿待相談件敷口 現 重檀待植談件数

児童虐待相敵件数 :

筒飾笥建待相融件敷
神泰川県中央児重相設所調ペ

!目 Ⅲ□地域包括支援tZンター調ベ

施策の基本的方向

1 1



基本目保I男 女の人権の尊重

施策の内容

(|)人 権隆害に関する支援

各種の相談業務の実施や関係機関との道携を図るとともに 広 報

紙やホームページ、町施設を通 じて人権侵書の防止についての情報

提供により、町民の意識啓発を行いまえ

心身ともに健康で自立した生活を送ることは、男女を開わず様々な分野に

おいて、個人がその持てる能力を発揮し活醒するための大前提です。

そして、一人ひとりの人権が尊重され 十 分にその能力が発揮されるため

には 男 女がお二いの性についてよく理解し 尊 重することが大切でえ

れ策の内容

(1)男 女の心とからだの健康づくりへの支援

心身の健康保持や増進のために、町民の健康づくりを支援しま坑

(2)性 の車三に関する意識啓発

男女がお工いの性を尊重 し、女性の生涯を通じた健康の保持増進

を図りまえ

(3)性 教育の充実

発造段階に応 じた適切な性教育や性に関する情報提供の充実を図

りまえ

施策の基本的方向

12



基本目線I仕 事と生活の誼和雄進のための寝慎づくり

基本目標

Il仕 事と生活の罰和(7・クライフ′ヽランス)推進のための環境づくり

男女共同参画社会の物或によって、護もが仕事と家庭生活 地 域生活 個
人の自己啓発や趣味など様々な活動について 自 ら希望するバランスで嗣和
のとれた生活ができることを目指します。
そのためには 男 女ともに そ の価値観やライフスタイルに応じた多様な

働き方ができるような労働環境と 仕 事と家庭 地 域活動との間立が可能な
環境をつくることが求められます (グラフ③ЭЭ夢船 。
そこで、男女雇用平等の意識啓発や労働相談に関する情報の提供 保 育環

境の充実や家草 育 児 介 護などへの男性の参加に進などを図ります。

グラフ⑥「仕事J「家底生活J「地域 個人の生活Jの関わり方の理想と現実

震ど(既に〕

ヨ奏て,性 )

窪を(女ほ】

現実て女性|

１
）

醐　　　　　い車

０

日

国

口

国

ロ

ロ

ロ

ス（） 100%

寒1町 「男女共同参画社会に関するアンケート (平成22年 2月 )箕 計結察Jよ り

※ 「現実Jは 実際1こ「～を優先しているJこ とを表したもの。例えば男性は 理
想ては 「仕事を優先したいj人 は“0%だ が 現 実は39・dの人が 「仕事を優先し
ているJ ということを表している

13



基本目標Ⅱ 位軍と生活の樋和推進のための環境づくり

グラフO百分が希望する時間の取り方のために必要なこと (性刷)(複 数回答)

と,0や け方■■'AⅢ

t,の こ"夕 ,(4■ に

出 ■り ,日 iお 車 ホ F

(Ⅲ者0し ,"`)

bと をI,こ ■,■ Eに ,コ じてくれ工に

,■ ,■ ヽほEtttHお tt2 E■ 4Et=
"■ ■はモ"■ す0■めOH=】 度0されれに

い■,IFや E耳 円ni Ltヽ,た0低 0
"月 メ ■■,アにおけ'▼ テせイら■「れ 1よ

印 tる0イ [申 となこ ■■ ■とを
取 FSた め0お 苺がとい宮“ よ

60(“ )

行取に期lTする

(")
的   '0

OC0

0●“

内閣価男女共同銅固局 「男女のライフスタイルに関する憲綺樋査(平成21年 9月 」より

“
】0 6

■0■

グラフ③仕事と生活の調和を実現しやすい社会にするために

こと (性別)(複 数回魯)

●0 “0

氏 略 的官"
【=oと うな口恵 うェ売

企業ヽ国いトヮブヘのrHあ す

保“所す0理 閑

日 や 、の E藤 昏究

その把

分かちない

1 0
0 0
I10

「O II
O ,

夕0

,0
田 ●
7

内閣府男女共同鬱直局 「男女のライラスタイルに関する盲誼調査(平成21年 9月 」より
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施策の基本的方向

基本目昭Ⅱ l■導と生活の樋和縫進のためのIR臨づくり

グラフ◎制度を実際に利用するに当たって 最も富要なこと(性別 年代BU)

男女共同参画社会の形成にとって 男 女雇用機会均等法や労働基準法など
の関係法令に基づいて 事 業所等における労働環境が整備されることは と

ても重要です (グラフ0参廟 。

例えば 男 性の管児や介護の休業取停が進まない要因として 男 女間の資

金格差がなかなか解消されないことが挙げられています Go参 照)。

法令に基づく男女子寄な庭用など雇用凍境整備の言議啓発を図るとともに

雇用環境改善のための様々な講座や相張業務について 情 報提供を行います

`写に】
い               | い

●"庄 pFリ ロ,

0上 旬車のこ将あ円"

コエア｀まHrや 河"ぃ 引再則,な どの“ユ■ Xコたr72kh

コ
=ど 甘す受に 」

力・田h「 nよ 44″ 可二xA側 ,め 和扇がヽ "′刀 =コ ,そ′ヽシ

0コ ,そ コ同じトラ中 0本 人りなH,ユ

ロモリ“

a , A  t t t

"lt

"ヽ ヽ

〕● ヽ

コヽ 、

",1■

口Aヽ

内閣府男支共同参面局 「男受のライフスタイルに関する澄顔麗査(平成21年 9日 )Jよ り

【ナ1コ
o  ヽ  Eい    印  ヽ  4い    れ     o、

い

車
品:1-
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キ"′R‖と=女‖吻夜4■Ⅲ■ⅢⅢ力■■X【Ⅲ

縛宗川県南工労働38「神奈川県賃金等調査結果報告吾 (平成22年勿弓)」 より

基本目標Ⅱ 仕事と生活の調和雄達のための標虚づくり

勲O男支月J平均賃金 (康金総額)の推移と男女間格蓋

肛策の内容

(1)男 女平事な層用の促進

主として事業所宰を対象に、男女尾用機会均等となどの周知を行
い、意識啓発を図ります。

(2)雇 用環境改善のための支援の充実

正規雇用、非正規雇用の賃金格差や労働条件改善に向けた様々な

講座や相談、就職に向けた面接会などの情報提供を行います。また、

関係機関と遵携しながら就職面装会や榔談会を開催 します。

(3)百 児 介 護ホ業などの制度の同知及び普及の促進

事業所等や労助者に対して、育児や介護のための体栄制度につい
て月知 し 制 度の普及を促進 します。

存
男  性

押1貿を

女  せ

平均軍を

ｍ

■

女”

を
与

″ 性
Ifl,生

女  ■
り4‖金

け女 ‖

を  ナ

判成2年 34S '00 102ヽ p 65 6 子成 12年 4は '90 ■3 070 6.i

Ⅲ13f 162“ 60 "0 ど 6) 6S ` ri13年 40も 201 郎4 も00 市 6

平成4年 36,93D よ"05, `ヽ8 ヤtⅢ 年 '50 23S 140 も■2

平成5, 0'5S" 209" 58 6 7茂 154 396 S60 265 2∞ 6●0

平成6年 lm m ″76" 59 0 平成 。年 “00 260 25,910 01'

平成7年 39●170 コ| ' m 59 3 平成 f年 lu7 010 2は ・DJ 01 5

平lt B年 393m" 235310 的 3 子に 3年 101 930 274 3" 6S2
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コiⅢ ■ “06 220 255 020 的 1 半拭 □均 3" 価 ) 41, セⅢ0 ,0 7
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基本目181仕 事と生活の田和穫進のための恵幌づくり

施策の基本的方向

夫婦封駒き世帯の増加に十い 保 育囲や児童クランなど子育て環境を支援

する事業について さ らなる充実が求められています。

家Ⅲや育児、分護などの家庭生活においては 性 〕1による固定的な役仰分

担音破が根強いことや破場等での育児 介 護休業への理解などの問題から

まだまだ女性にその役割が偏つているのが現状です。

男女がともに仕事と生活の調和のとれた日常を送るためには 首 児や介空

などを男女が協力してねうことが重要であり 男 性の積極的な参加が求めら

れていると言えます (グラフ①参照)。

また 清 掃や防災などの地域活動については 全 国的に男女とも参加状況

はほいものの 社 会への貢献意識は高いものがあるので、町においても地域
活動に開する情報握供を行い 地 域活動へのAIDを 支援します (グラフ①つ

照)

グラフ①今後 寒,81の男資共同参画社会の冥現のために、力を入れるべきこと

0地 Htやは空t活産する (5に)
まにリツーター古占 てよに)

0● とにヽする男=子 ,て ,t)
は古0援= 【 4tt)

0すほ京rへ0男■,お (身に)
りに進 てまに)

0子rてま四りえ京 (身に)
(女性)

0ま にの■京ままのえ東 (身0

(■に)

0身 にOr, ■ 現への り に)

,加 の促こ て=に )

0,■ 孤方へめを医啓琵 (■に〕

0売 要 (京に)

0まにへ0ほほ■Ⅲ て,ゆ
り充奏 て女的

0■ 崎 ■rsける,ま 軍寄 て日に)

岳度の推進 (女に)

0% コ筋

41

46

40拓       60%

。あまり必要でない

的X    】 ∞“

口必要ない。必宴  口 どちらおせ言えば必要

瑠 雛i
2々

覇誌ぶ品

烈 !

靴
0ド 2

63サ 12

76翠 2S

3

18川町「男支共同ゆ画杖二に関するアンケート(平成22年 2月)真計篤果」より
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遷本目練Ⅱ仕事と生活の調和推達のための頓最Xり

グラフ①転会への衰献意識の推移 (性層」)

策R8内容 :日幅
るか、それとも

8補
'

',0

的 0

,00

400

300

2 0 0

― 思つている(男性〉

一 あまり考えていない

(勇tE)

■‐題っている(女性)

キ あまり考えていない

(女性)

社会の一員として、回か社会のために役立ちたいと思ってい
あまりそのようなことは雪えていないな

24 日 =年 度(平成)

6う064■

的 ,  592

内閣府 「社室想38に関する世議灘詢 より作成

施察の内暮

(1)子 育て環境の充実

男女の多様な的き方を支援するため 保 青環境の充実を図るとと

もに 子 菅てに関する相藤やや報健快を行います。

(2)ひ とり親安定への支援

母子家庭や父子家庭の自立に向けた支援に取り4■みます。

(3)男 性の家事 育 児 介 臣などへの多加の促進

各種講座の開催や情報握供により 男 性が家章や育児、介護に接
加 しやすくなるよう意践啓発を□ります。

(4)地 暇活動への多加の促進

広報萩やホーム大―ジなどで地城活動に関する情報提供を行い

男女の地域活動への書加を支援 しまあ

lB



連本目18V男 女共同鬱画社会実現のための意語つくり

基本目標

VI男 女共同今回社会実現のための意統づくり

男女共同参両社会の形成を実現するためには 職 場や地域、家庭や学校と

いったそれぞれの場で 町 民一人ひとりが 性 別による固定的な役割分担言

競を見直していくことが必要です。

そこで 職 場や地域において男女平等意識や男女共同参画についての理解
を深めるための研修や推演会などを実施することにより 町 民への意識啓発

を図ります。

また、家たにおいて男女共同参画意識の醸成を図るとともに 学 校におい

ては男女平年教育推進と学校教育関係者への意離啓発や研接の充実を図りま

す。

職場における男女平等意識についてはまだまだ低いという露賊が強く、改

善が望まれています (グラフ0割 粉 。事業所年において労働環境が整備され

ることと同様に そこであく人せの意儀が高まることがとても重要です。
また 地 域活動についても 牲 別にとらわれず男女が務極的に活動に参加

することが重要で そ のための言磁啓発を図ります。

グラフ0次 の場面で男女が平等になつていると思いますか。

施策の基本的方向

②承産生活の中で て,ほ )

(資に) 4“] 0 2ぺ 蕊 2 2

地理社会活動の打で楓桂1編当:ぞ獄B巡

鞠農1鱗熟ンン繁曇寒艶躍稲で1謂督ン
②荘姿全体で盟r妻還遷醒漣盤饗選望誘

(ま性)巨 15=

鉾境の中て
協樹昂観

0そう思う    。
%

国2r9らともいえない
国そう思わない

如 材 0ど増らかどt翌符そぅ思230%
0どちらかといえ1まそう思わない

103%

Eわ からない

2 4 ~ 1 9

割 |1町「男女共同じ画社会に関するアンケート (平成22年 2月 )兵 St嬉黒Jよ り

〔
０



基本目惇Ⅳ男女共同参画社会実現のための意識つくり

施策の内容

(1)職 場における意識啓発

事業所等における男女共同参固理解のための研修会実施を促進し

まえ

(2)地 域における意識啓発

町民の意識啓発を図るために 男 女共同参画に関連する議演会な

どを開催 します。

将来を担 う子ども道に 家 庭生活を通して男女平等の意識を持つてもらう
ことほとても大切です。そのためには、まず保護者の男女共同参画に対する

意識を高めることが必要であり、そのための講座などを開催 します。

学校においても 子 ども遭に対する男女平等についての教育とともに ■

校教育関●rf者への意識P.4発が重要であり、そのために必要な学習や研修を開

控 します (グラフ④参照)。

施策の基本的方向

グラフ①男女央□多画社会を実現するために宇茂や社会教育の場等で必要な取組

0域 ■に慎わる大方【目女表向李団を窪

閣するための活既雷震 傷 に)

(女に)

④幼いて" さヽt,頃 から自立つ猛Htti

み 身 女7専 を推進する教育て身的

てま■)

0こ 四にととわれす こ社会0裕 々なか

0に ,加 可にな■■優範 といて,じ

(まp

O女 性の人権め観点が,DVなどの
予け歓青傷筒

(女性)

①性接市の充実(身性)
(☆柱)

①教言現場での糟破体制の充実

as

ag

ヨ21日 日 26

21

1 7

2 3

19

14

24

0 12

4

|

35
|

23

□必要   口 どちらかと言えば必要

40%      60%

田あまり必要でない

15

21

80X      100%

口必要ない

(男性)

(女性)

0 “ 20%

6 0

日4
フ

割 ‖町 「男女共同諺画社会に関するアンケート(平成22年 2月 )集 81結果Jよ り
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基本自棟W男 女共同摩画社会実現のための意播づくり

施策の内容

(1)家 庭における意強啓発

男女がお二いの役割を理解し 単 三する意識を蔑成するために、

生活に密をした講座や議演会を開催します。

(2)学 校幸における意識啓発

児童 生 徒向けに人権尊重を基礎とした男女平等教者を推進する

とともに 学 校教育関係者向けに各種の研修会を実施 しま曳

また、公共施設を活用した読み聞みせ を通じて、人権尊重や男女

平等の意識を幼児期から育むことに取り組みます。

」

ツ

2+



第 4章

具体的な取組 (実施計画)



泉体的な取組み (実施計園)

具体的な取組み (実施計画)

ツ

第3章 「通策の層閉Jで 示した以下の内容に基づき、各担当認等において

具体的に取り組む実施計画であ

I あ らゆる倉野での男女共同鬱画の促遺          24ペ ージ
1政 策や方針決定過程などへの女性の,画 の促進

“)事業所等への女性登用の促進

(功町客議会などへの女性委員の登用

●)住民活動などにおける女性リーターの登用の促進
2女 性のチャレンジ支援

は)女性の人材首成の充実

0女 性の社会参画に関する情報握伐

I 男 女の人権の尊重                   28ペ ージ
1異 性に対する寒力の根絶

(J剛 隠者などからの桑力防止に関する意織啓発と被害者への支援

(リセクシュアル ハ ラスメント防止対策の推進
2人 権尊重のための対策

“)人権侵害に関する支援
3生 産を通じた,b身の健康づくりの充実

は)男女の心とからだの億康づくりへの支援
0社 の尊重に関する音段啓発

|〕性教育の充実
lll 仕事と生活の議和●ウ ライフ下 ラン乃推進のための環境づくり  34ベ ージ

1駐 業環境における男女共同,画 のlE進

“】男女平等な雇用の促進

修)雇用環境改善のための支援の充実

0育 児 介 護休業などの制度の内知及び普及の促進
2仕 事と家庭 地 域活動との両立の支援

は'子育て環境の充実

(りひとり親家庭への支援

0男 性の家事 青 児 介 霞などへのな加の促進

り 地域活動への多加の促進

rr 男 女共同参画社会実現のための意観づくり        41ペ ージ
1職 場や地域における承戦づくりの推進

(1)職場における者競啓発

12地 域における古議啓琵
2家 庭や■校年における意騒づくりの推進

は,家庭における音酸啓発

修)学校年における意職啓窮

分
ロ

ａ
‘



具体的な取縄み (実施計画)

基本目標

i あらゆる分野でめ男女共同参画の促進

施策の基本的方向

施策の内容

(¬)事 業所等への女性登用の促進

町内の各事業所争に対して男女の層用機会均等の啓発を行い 女

性の雇用を促進するとともに 管 理職への積極的な女性登用を促進

します。

事業名及び内容 1管理職への女性登斥の推進

事業所としての町の取組みとして 能 力や志欲のある女性の督電職への登用を
推進します

華 及俳 韻 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業賢 律ヒ:子円) 0 0 0 0 0

指標 ■目標数値 (単位:カ 9 11 11 12 12

管理聴の職員数における女性の割合

JB当課害 総務課

事実名及び内容 1動労者実想調査の実施

町内事業所に勤務する労働者の実態を明らかにし 労 働行政の基礎資料とする
ことを目的に3年毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより
女性埜用の向上を図ります

事業賓展ひ塙凛 23笹 24年 官 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 偉位:千円) 123 123

指標 目 標数値 (摩位:%) 50 55

調査栗の回収率

担 当課等 1産業振興課
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具体的な取組み て実施計画)

瓶策の内容

(2)町 書議会などへの女性委員の登用

ポジティブ ア クション(積極的改善措置)Xを 推造するため 男

女が均衡のとれた構成比になるよう女性委員全用率の国標lSLを30%

に設定し そ れぞれの審議会事に相応 しい意見の反映ができるよう

にします。

施策の内容

(3)住 民活動などにおける女性リーダーの登用の促進

ツーダーとしての積極的な登用と促進するとともに 住 民活動ヘ

の女性の参加をよリー層促進することにより 将 来サーダーになる
べき女性を育てようとするものです。

事業名展び内容 1女性委員登用の推進

町審議会などの職指定委員の見直しを図り 女 性委員の登用をよリー層推進し

ます

事業露及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業受 (単位|千円) 0 0 0 0 0

指標  目 槙数値 律位:め 22 24
（
じ

０
々 28 30

町審議会の女性委員登用宰

担当課害 1町民課

事業岳及び内容 1女性リーダー育成のための講座の開催

女性サーダーとしての資質向上や住民活動への参加意識を一層啓発するための

講座を開催します。また 町 以外で開催される講座等について情報提供しま

す。

事業震及び道襟 23年 度 24年 度 25笹 26年 度 27年 度

予定事業轟 O地 :千日) 20 20 〔
）

０
“ 20 20

指標  目 IR蜘 自律 位1人) 20 20 20 20 20

講座の参力,人数

担当課等 1町民操

25



具体的な取組み 像 施計画)

施策の基本的方向

肛策の内容

(1)女 性の人材育成の充実

女性がその個性と能力を発揮してtこ れまで女性が少なかつた分

野や管理職登用など政策や方 |々の決定過程への参画を目指すための

言設啓発や キ ヤリアアップに必要な能力開発の機会充実を図りま

す。

事業名及び内容 1女性 リーダー育成のための議Eの 開催 (再翻

女性リーダーとしての奈質向上や住民活動への参加意識を一層啓発するための

講座を開催しま抗 また 町 以外で開催される講座等について情報提供しま
す

事業霞及び掲際 23年 度 24年 度 25劉 豆 26年 度 27年 度

予定事業賓 e位 i千円) 20 20 20 20 20

指標  目 標数値 (単位i人) 20 20 20 20 20

話座の参加人数

担当謀寺 1町民課

事業名及び内容 1成労支援パツヨン講座の開催

中高年の再就職支援 女 性の就労文振 ス キルアップなどのためのパツコン講
座を開催し 能 力開発機会の充実を図ります。

事実章及び摺凛 23年 度 24年 度 26年 度 26征 27年 度

予定事業豪 (単位:千円) 508 483 453 483 48B

指標  目 標数値 (単位:語座) 4 4 4 4 4

開槌譲と数

担当譲等 1産業振興課

26



具体的な取組み 便 施計画う

施策の内容

(2)女 性の社会参画に関する情報提供

資格取得やスキ″レアップのための議度情報や泣職 再 就職など採

用に関する情報を提仕 します。

許 内容 1男 女共同参画に四する講座の情報提供

町内外で開催される 芸 格級得やスキルアップのための詳圧について情報提供
します。

事業震及び指襟 23年 度 24年 度 26年 度 26年 度 27年 度

予定事業費 e地 :千円う 0 0 0 0 0

指標  目 標致値 etiB) 4 4 4 4 4

広報紙 ホ ーム末―ジ等での情報提供回数

tB当課等 1町民観

事業名及び内容 本人に関する情報提供

役場。ビーに設置した端末機でのハ,一 ワーク求人情報の検索や ☆ 人情報
誌 チ ランの備え付けにより求人情報の関覧をできるようにすることで 求 人
情報を握供します

醇業軍及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業受 (草也|千円) 110 110 110 110 110

指標  目 際数値 e迫 |口) 12 12 12 12 12

求人情報誌 チ ラシでの情報提供回数

担当諜等 産業振興課

事業名及び内容 1生遅宇習に関する情報提供

さむかわ町民大学 単前講座 生遅学習人材登録等の学習情報を提供し 自 己
研鮫のための■習活動を支援します

事業費及び指緑 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業費 律位,子円) 〔
）

一ウ 50 50 50 う0

指標  目 標数値 く単位:回) 6 C 6 6 6

バンフレットでの啓発回数

担当課等 1生涯草習課
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具体的な取組み (実舶計画,

基本目標
！

Ｅ 男女の人権の尊重

施策の内容

(Ⅲ)配 偶者などからの暴力防上に関する意識啓発とな害者への支援

DVに 関する様々な情報を発lpし 町 民がDVの 拡害者にも加害

者にもならないよう意識啓発を図ります。

また 被 害者が最471に接する1目談窓日として、関係機関との道法
により核信者の保護を行います。

脱策の内容

(2)セ クシュアル ハ ラスメント防止対策の推進

広報紙などでセクハラ防止のための情報を発信し 町 民への意識

啓驚を図るとともに 人 粧相談や関係機関での相談窓日につし`ての

情報を提供 します。

事業名及び内容 1果力防止に関する者議啓発

広報紙等を通じてDV等 に関する情報発信を行い 黒 力防止に関する意識啓発
を行います。

事業賓展び掲想 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業景 (草u:子 19) 0 0 0 C 0

指標  目 標幼値 (単位:口) 2 2 2 2 2

広報紙 ホ ームページでの啓発回数

担当課等 1町民課

事業名及び内容 IDV等 に 渇する相破や関FT機関との連携

関係機関と連携しながらDV等 に関する相談を受けるとともに 緊 急一時保護
事業に関する儀定に基づさ DV粧 害者の緊急一時保護に向けた支援を行いま
す

事業妥及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業妥 (草位i十円) 65 65 65 65 65

指標  目 標数値 伸位:0 5 5 5 5 5

関係磯開との情報交換機会の回数

ta当課等 1福社課 町 民課
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具体的な取組み (実施計画)

言葉岳及び内容 1町役場におけるセクハラ防止体制の光実

町職員門におけるセクシュアル ハ ラスメントの根絶と 相 談体制の充実を図
ります

事業費及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業表 律ヒ:千円) 0 0 0 0 0

増標  目 標数値 律 tli r) 0 0 0 0 0

相 談 と処 分 の作 数   x福 離 4'力 Iない状ほを目指すため 日 1憩 官は 0■ とします

担当課害 1総務課

事業岳及び内容 |セ クハラ防止に関する啓発や各種相談窓日の情報据性

広報紙などを活用し セ クシェアル ハ ラメメント防止に関する啓発や関係機
関における各種相譲窓コの情報提供を行います。

事業費及び指擦 23年 度 24年 度 125年 度 26年 度 27年 度

予定事業妥 い位!手円) 0 0 C 0 0

指標 t目標数値 律位:0 2 2 2 2 2

広報紙 ホ ームページでの啓発回数

担当謀寺   1町 民課

施策の基本的方向

施策の内容

(1)人 権償害に関する支援

各種の相談業務の実施や関係機関との道能を図るとともに 広 報

紙やホームベージ 町 施設を通じて人権侵害の防止についてのlF報

提供により 町 民のR識 啓発を行います、

イ

事業名及び内容 1各種相譲の実施や人権に関する情報長体

人権相談など各rla絞 を実施し

関する続々な情報提供を行 うとと
の意識啓発を行います

関係機関との道犠を図ります ま た 人 権に
もに 街 頭での啓猪活動などを通じて町民ヘ

事業寅皮び揖擦 23年 度 2 4fFg 25年 度 26年 度 27年 度

予定o案 賢 く学ヒ「千口う 173 173 173 173 173

指標 !目標数値 悼 位:口) 3 3 4 4 4

街頭での人権啓発活動回4J

担当謀等  1町 民緊
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具体的な取組み く実施計画)

樋策の内容

(H)男 女の心とからだの健康づく

心身の健康保持や増進のために

りへの支援

町民の階康づくりを支援 します.

事業名及び内容 1成人健康 ■談事業

生活習慣病予防や健康維持 増 進のための相談を実施し 町 民の健康づくりを
支援します。

事業寅及ひ掲襟 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (掌位:千円) 148 14S 148 148 143

指臨 目 標数値 (草位:口) 50 50 50 50 50

相談の実施回数

担当課等 1健康課

事業名及び内容 卜心とからだに関する講座の開催

「ヨガセ ミナー」 「休養とこころのセミナーJな ど 心 身の健康維持 増 進を
目的とした鎗座を開催 します

1事業景及び指標 23年 度 24年 度 26年 度 26年 度 27年 度

予定事業買 伸 位:子円) 189 189 189 IS9 189

指標  目 願数値 (単位iぬ 280 280 280 280 280

セミナー参加延本人数

lB当課等  1健 康課

事業名及び内容 1父親 母 親教室の開催

初妊婦とそのパー トナーを対象に 妊 娠 出 産 育 児や家庭づくり等について
の知綴の普及と意紙の啓発を図ります。

‐事業喪及び指標 23年 度 24年 窟 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業受 (単位|千円) 2 89 ｎ

Ｖ
０
０ 89 39

指擦  目 寝数値 建的 :%) 100 100 100 100 100

参加者の消足度

jB当課善 1健服課
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具体的な取組み (実瓶計画)

施策の内容

(2)性 の草宣に関する意識啓発

男女がお互いの性を尊重 し 女 性の生涯を通じた健康の保持増進

を図ります

事業名及び内容 1公民館識F4の開催

公民館揮とを通じて健康に対する意識付けを図るなど 町 民の健康づくりを支
援します。

事葉費及び括凛 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (草位!千め ,30 850 850 864 882

指標 ■目想数値 律唖 1人) 7000 7050 7100 7150 7200

講座の参加者数

担当課等 1公民館

事業名及び内容 1父親 母 親数室の開催 (再掲)

妊娠 出 産 育 児や家庭づくり等についての講座を通じて お 互いの性を導畳
することの吉徹FE4発を図ります。

事業黄及び娼惇 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (単位i千円) 2 89 S9 89 命

０
０
０

指標  目 標数値 (草位千%) 100 100 100 100 100

参力「者の満足度

担当課等  1健 康課
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具体的な取組み (実通計画)

施策の内容

(3)性 教育の充実

発讐段階に応 した適tOな性教育や性に関する情報遠供の売真を□

ります。

事業名及び内容 1母子健康相談事業

性に関する相技について 電 話等で相談に対応するとともに 関係機関が実施
する相鎮事業などの情報を提供します

事業雲及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業景 (草E千千円) 0 0 0 6 0

指標  目 標期恒 (単位i回) 1 1 I 1 1

広報紙での周知回数

担当課等 1健康課

事業名及び内容 1生きる力Jの 育成事業

教科や道体の時間 結 合的な学習の時間等を通して 性 教育を推進しま曳

事業賓及び掲際 23犠 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業賢 碑位;千口) 0 0 0 0 0

指標  目 擦数値 律位Ⅲ晴蔵 10 10 10 10 10

性教育実施時間数

担当課等 1学校教育課
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具体的な取組み (実施計画)

基本目標

lll仕事と生活の罰和(ワークライ7ド ランス)推進のための環境づくり

施策の内容

(1)男 女平等な層用の促進

主として事業所等を対裏に 男 女雇用機会均等法などの同期を行
い 意 識啓発を図ります。

施策の内容

(2)濯 用環境改書のための支援の充実

正規雇用 井 正規雇用の賃金格差や労働条件改善に向けた様々な

講座や相談 就 職に向けた面接会などの情報提供を行いますもまた

関係機関と連携しながら成IRl面接会や相談会を開催 しますも

事業名及 cF内容 1勤労者実態調査の実施 (再掲)

町内事業所に勤務する労働者の実態を明ら力■こし 労 働行政の基贈資料とする
ことを目的に3年毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより
男女平等雇用の意識を喚起します。

事業寅及観 ヨ鼻 23年 度 24年 度 25年 度 26年 唐 27年 度
予定事業費 (単位:千円) 123 123

掲樽  目 標数値 (単位:%〉 50 55

調査要の回収率

担当課害 1産業振興課

事業名及び内容 1労働相談 こ関する情報提供

広報紙やホームベージ等で労fFl相談窓日などの情報提供を行うとともに 相 談
内容に応じて関係機関を紹介するなど 労働相談に関する情報提供を行いま
す。

夢葉冒及ひ層檎 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事受買 律 じ,千円) 0 0 C 0 0

指標■目標数値 (申位,0 3 3 3 3 3

広報紙 ホ ームベージ等での情報提供回数

担当課害 1産業振興課
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臭体的な取組み (察施ll口)

事業名及び内容 1労働相離の長施

ハローフーク藤沢管内の 3市 1町で実施する湘南就職面接会時において 労 働
者向けに労働に関する相談会を実施 しま曳
米雇用情勢により実施 しない場合もあります

事業資皮び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業賢 (草位:i円 ) 150 150 150 150 150

指標  ヨ 樽数値 (単位i回) 1 I 1 1 1

実施回数

担当課等 1産業振興課

事業名及び内容 1労 働譲巨の開催

労政問題懇話会及び県との共催により 労 働環境に関する講座を開催します。

事業衰及び指標 23年 度 24年 度 2 6tFg 26年 度 27年 度

予定事業費 (単位:子円) 0 0 0 0 0

指標  目 醇数値 (単位「回) 1 1 1 1 1

開催回抜

担当摂等 1産業振興課

施策の内容

(3)育 児 介 護休業などのう1度の同知及び普及の促進

事業所年やお甑者に対して 育 児や介護のための休業制度につい

て周知し 制 度の普及を促進します。

事業名及び内容 1育 児体業取得の促進

町職員が育児体業を取得しやすい環境を勧精し 子 育ての支援を図ります。

事業買及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業霊 律位ti円 う 5376 6452 7527 8601 9677

指標 1目襟数値(単位,%) 3 5 7 10
（
Ｄ

■
■

男性職員の育児休業取得率

担当謀等 1総務課

ど
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事業名及び内容 1勤労者実態調査の実施 (再掲)

町内事業所に動務する労軸者の実ほを明らかにし 労 働行技の基藍資料とする
ことを目的に3年 毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより
制度の周知や普及の促進を図りまえ

1事業妻及び指嶺 23範 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業要 (単位:千ゆ 123 123

這標 1目標数値 (単位:%) 50 55

調査票の回収宰

担当課等 1産業振興Ftl

具体的な取組み く実施計画)

施策の内容

(1)子 育て環境の充実

男女の多様な初き方を支援するため 保 育環境の充実を図るとと

もに 子 育てに関する相談や情報提供を行います。

× 「Et立保育国遇篇保喬事業Jと 「延長保育の充冥Jの 予定事業責は 両 方の事業を

含めた保育固運営に係る全体事業受を記報してあります

事業名及び内容 1町立保育園通常保育事業 ※

保護者の成労等により家庭等で保育することが困疑な児童の保育を 町 立保育
園で実施します

事 業翼及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 127年 度
予定事業費 律位|千円〕 584514 534514 584514 534514 534514

指標  目 擦数値 (単位:大) 540 540 540 630 630

利用者数

担当課等   1子 育て支モ貫課

事業名及び内容 1延長ri首の充実 ※

保護者の就労形倍の多様化に対応した 町 立R育 囲での延長保育を実施しま
す。

事業費及び這楳 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (単位:千日) 584514 584514 584514 5S4514 534514

指標  目 標数値 律値!%) 100 100 100 100 100

延長保首希望者のi口用率

担当謀等 1子育て支援課

31



臭体的な取組み (要樋計画)

事業名及び内容 1子育て貫援相談事業

子育て全般についての相談指導と育児情報の提供を行います。

事業費及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業費 (単位【千円) 19021 19021 19021 19021 19021

指標  目 標数値 (単位:%) 100 100 100 100 100

相談への対応幸

担当課等 1子育て支援課

事業名及び内容 1児童クラブ運営事業

保護者が労働等により放課後昼lal家庭にいない児童に な 課後の適切を遊びや
生活の場を与え 児 童の健全な青成を推進します

事業責及び指標 23年 度 24年 度 25年 官 26年 度 27年 度

予定事業奏 (単位:千円) 15391 15391 1う S91 lじ391 15391

増得  目 擦数値 (草也:人) 190 195 200 200 200

入所児童数

担当課害 1子育て支振諜

施策の内容

(2)ひ とり親家庭への支援

母子家Ftや父子家庭の自立に向けた支援に取り組みます。

事業名及び内容 |ひとり親家庭等医療費助成事業

ひとり観家庭等の人が病院等を受診したときに支払う医療費のうち 保 険診療
分の自己負担額を助成します (所得制限有り)d

事業員及0将 凛 23年 度 24年 度 26年 憲 26年 度 27年 度

予定事業震 律位:千円) 28693 28693 28693 28693 25093

指標  日 得数値 (単位1人) 800 S00 S00 800 800

功成対象者教

担当課寺 1子育て支援課
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民体的な取組み (実施計画)

施策の内容

(3)男 性の家事 育 児 介 護などへの多加の促進

各種講座の開催や情報提供により 男 性が家事や首児 介 護に参

力Dしやすくなるよう意識啓発を図ります。

事業名及び内容 1父 親 母 親教室の開催 (再掲)

初妊婦とそのパー トナーを対象にした 雄 jr 出産 育 児や家庭ぢくり等につ
いての播庄の開催を通じて 男 女が協力して家事や育児を行 うことについて意
識啓売を図ります

事業費及び指襟 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (草値!千円) 2 命

マ
０
０

（
０

０
０ 89 39

指標 目 榛数値 律ヒ!的 100 100 100 100 100

参加者の満足度

担当謀等 1健康鰈

事業名及び内容 十母子訪問指革事業 (再掲)

乳幼児を育てている家庭を訪問し 育 児状況の確認や子どもと表育者の心身の
億康づくりへの助言年と併せて 男 性の育児参加への意識啓発を行います。

事業目及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 官
予定事業受 律位|千円) 0 903 903 908 903

ま3憲  目 標
4V値

(草位1作〉 900 900 900 900 900

母子訪問合計件敷

lE3当課等 1健 康 Arm

事業電及び内容 1母 子億康相談事業 (7か 月妊相談2歳児童科相談) 再掲)

来所による相談事業の開催を通じて
の心とからだの健康づくりを支援し
す。

孝t幼児を育てる家庭の 子 どもと養首者
男性の市児参加への意識啓発を行いま

喜葉貫及0指 標 23年 度 24!年 g 26年 度 26犠 27年 窟
予定事業賓 (申宜:千月) 623 1345 1345 1345 1345

指標  目 標数値 (学宜:%) 65 70 75 80 85

来所率

担当課等 1健康課

（
０
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臭体的な取縮み (実施計画)

事業名及び内容 1家 族介議教室 招 知症高齢者介綾教室の開催

介護技術 対 応方法を習得するための講習会の開催を通じて 男 女がともに介
護を担うことの意識啓発を図ります。

害葉露及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業震 (草Ir!千円) 172 172 172 172 1,2

指標  目 標数値 (草也!人) 20 20 20 20 20

諾匹参加者合計数

l B当課害 1高齢ケト警課

事業名及び内容 1男 女共同縁画に関する講座の開催

生活に密着した視点から男女共同参函に関する講座を開催し 男 性も家事や育
児などに参加しやすくなるよう き つかけ作りや意識啓発を図りま曳

事業費及び掲標 23年 度 24年 窟 25年 層 26年 度 27範
予定事業費 (単位 |千円) 20 20 20 20 20

指標 ‐日標数値 律 位i大) 20 20 20 20 20

講座の参加人数

担当課等   1町 民辞

事業名及び内容 1動 労者実態調査の算施 (再掲)

町内斉業所に勤務する労働者の実態を明らかにし 労 働行政の基確帥 とする
ことを目的に3年毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより
従業員が島J度を取得しやすくなるまう 制 度の周知や普及の促進を図ります。

事実責及び招襟 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定夢革費 (常tl i千円) 123 123

指標  目 標数値 Cui%) 50 65

調査要の回収率

担当課等   1産 業振興離

事業名及び内容 1公民館講座 の開催 (再掲)

公民館講座を通 じて 男 性の家事 育 児 介 譲への参加に対する意識付けを促
進 します

事業長及び指標 23年 官 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (単位:千口) 730 350 350 864 382

指標  目 標数値 (単位1人) 7000 7080 7100 7150 7200

講座の参加者数

担当課等 1公民鯨
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具体的な観組み (実施計画)

施策の内容

(4)地 域活勤への参加の促造

広報紙やホームベージなどで地域活71に関する情報提供を行い

男女の地域活動への多加を支援 します.

事業名及び内容 |ファミリーサポー トセンター事業

育児の援助を受けたい人と行う人が会員となつて一時預かり等の事業を行うこ
とにより 育 児世代の地域活動への参"rを支援します

事業買及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (申位:千円) 9132 9132 9132 9132 9132

指標  目 悼叡値 (草位:い) 1900 2100 2300 2400 2500

活動作数

担当課等  1子 育て支援課

事業名及び内容 1生握キ習 こ関する情報提供 (軍掲)

さむかわ町民大学 出前兼に、生握学習人材登録等の学習情報を提供し 地域
活動への参加を支援しまり、

諄業霞及び塙擦 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業景 て草ui千 円) 50 50 50 50 50

指標  目 l「数値 律 位:D 6 6 6 C 6

パンフレントでのを発回数

担当課等 1生握学習傑
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基本目標

rv男 女共同参画社会実現のための意識づくり

施策の基本的方向

髄策の内容

(|)職 場における意識啓発

事業所等における男女共同参画理解のための研修会実施を促進 し

ます.

施策の内容

(2)地 域における意識啓発

町民の意識啓発を図るために 男 女共同参画にl・3連する蕎演会な

どを開催 します。

泉ほ的な取lBみ 像 施計画)

事業名及び内容 1男女共同参画に関す る話Eの 渇催 (再掲)

事業所向けの男女共同参画に関する緯F4を開催 し 職 場における男女共同参百
への意識啓発を国ります

事業賓及0指 凛 23年 度 24年 度 26年 度 26年 度 27年 E
予定事業資 (単位|千円) 20 2● 20 20 20

増椿  目 停数値 (草使i人) 20 20 20 20 20

様にの参加人荻

担当謀等 1町民課

事業名及び肉容 1男女共同参回に関す る講座 の 渇催 (再掲)

生活に窮着した祝 ヽから男女共同参回に関する説とを開柱 し 地 域における男
女共同参画への意識PHr発を図ります。

事業頭及び指lF 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (草ti千 円) 20 20 20 20 20

指標  目 悼教恒 (申位,大) 20 20 20 20 20

読度の参加人数

担当課等 1町民認

41



具体的な取組み 像 施計画〕

施策の内容

(1)家 庭における意識啓発

男女がお互いの役割を理解し 尊 重する意識を醸成するために
生活に密着した講座や講演会を開催します。

事業名及び内容 1生jI・E争習議Eな どの開催

PTA指 導者研修会 家 庭教育離演会 人 権教育講演会等の講座 講 茂会を開
催して 男 女共同参画の意識啓発など生渥学習の機会を提lIしま,■

事業貫及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業黄 (単位 |千円) 150 150 150 150 150

増榛  目 惇数値 律粒 i口) 4 4 4 4 4

誰座開催回数

担当諜害 1生産字督課

事業名及0詢容 1父親 母親教室の開IE〔副

初妊婦とそのパー トナーを対象にした 妊 娠 出 産 育 児や家庭づくり尊につ
いての議座の開催を通して 男 女がお工いを理解し尊重することについて意識
P64発を図ります

事業寅及び指標 23年 度 24年 度 25縫 26年 度 27年 度
予定事業妥 (草u:子 円) 2 89 89 39 89

1指標 ■目寝数値 (草位,%) 100 100 100 100 100

参加者の続足度

担当課等 1健康課

却 容 1母子訪問指導事業 (再掲)

写し幼児を育てている家庭を訪間し 育 児状況の確認や子どもと養育者の心身の
健康づくりへのBj言等と併せて 男 性の育児参加への意識啓発を行いまえ

事業君及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業妥 (草也i千円) 0 908 908 903 908

r旨標 目 標数値 (単位:件う 900 900 900 900 900

母子訪問合計十数

担当潔害 健展謀
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臭体的な取組み 〈実施計画)

事業名及び内容 1母子健康相談事業 (7か月児瀬談環 長宙科細閥  (再 格)

来所による相談事業の開催を通じて
の心とからだの億康づくりを支援し
す。

手し幼児を育てる家庭あ 子 どもと養育者
男性の育児参加への意議啓発を行いま

事業買及び指掃 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 (学位:千円) 623 1345 1345 1345 1345

指標  目 惇数値 (卓位:%) 60 70 75 80 85

来所率

担当課等 1健康撲

事業名及び内容 1男 女共同夢画に関する誌Eの 開催 (再掲)

生活に密着した視点から男女共同参EHに関する韓座を開催し 家 庭における男
女共同参画への意識啓発を図ります。

事業賢及び指標 23年 度 24年 層 26年 度 26年 度 27年 度
予定事業理 い 位 :千円〕 20 20 20 20 20

指標 目 根数値 (単位:人) 20 20 20 20 （
υ

Ｏ
ち

講座の参加人数

担当課等 1町民課

事業名及ひ内容 1生 ほ学習謹匹などの開催 (再潟)

PTA指 導者研修会 家 庭教育誌演会 人 権教育離演会等の講座 誌 演会を開
催して 男 女共同参画の言破啓発など生涯学習の機会を提供します。

事業ヨ及び指標 23年 層 24年 度 25毎 唐 26年 度 27年 冨
予定事業ヨ 律使!千口) 1う0 150 150 150 150

指標 ‐目標数値 律位!口う 4 4 4 4 4

講座開他回数

担当課等 1生涯学習課

事業岳及9内 容 十公民衝講座の開催 (再lr)

公民鈴韓Eを 通じて 男 女共同参画の意識ちくりを図ります。

‐喜葉琵及び指編 23年 度 24年 層 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 e位 !千円) 730 8う0 850 364 382

指標  目 標数値 (草位:大) 7000 7050 7100 7150 7200

語Eの 参加者数

担当課等 1公民鯖

ハ
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具体的な破組み 〈実施計画)

施策の内容

(2)tPF枝等における意識啓第

児童 生 徒向けに人権尊重を基礎とした男女平等教育を推進する

とともに、学校教育関係者向けに各種の研修会を実施 します。

また 公 共施設を活用した説み聞かせを通じて 人 権車重や男女

平年の意設を幼児期から育むことに取り組みまえ

事業名及び内容 1較職員の資質向上事業

教触員向け播演会や研修会等を開催し 児童 生徒への人権教育の充実を図り
ます。

事業東及び塙標 23笹 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度
予定事業費 律位!千円) 70 120 120 120 120

指標 !目標数値 (単位1人) 240 240 240 240 240

研修会等への多加者数

担当課等 1学校教育課

事葉名及び内容 1中字生人権作文 'ン テス トの冥瓶

関係機関と連携して人権作文コンテストを実施し 人 権に対する生徒の意識啓
発を図ります。

事業景及び指標 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27年 度

予定事業費 (単位:千□) 0 0 0 0 0

指標  目 樺数値 (単位i人) 200 210 220 230 240

作文の応募者教

担当課等 ‐ ■ J町民操

事業名及び内容 1証み聞かせの実施

公民館や図書憶を活用した読み聞かせを通じて 思 いやりや仲良くする心など
の人権 男 女平等首徹を幼児効から育みます。

事業寅展ひ掲際 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度 27笹

予定事業賢 律位i千円) 0 0 0 0 0

指標 ―目標数恒 G嘘 1人) 720 740 760 ,80 800

読みlIIかせ お はなし会への参加者数

担当課等  1公 民館 案 川総合区飾
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第 5章

計画の推進



Et回の権送

Il画の推進

1 町 民0お0による推通
この計画を推進するためには、町民が f男女共同争画社会の形成Jに つい

て自分自身の問題として挺え 計 画の推進に主体的にB8わることが必要で気

そのために さ むかわ男女共同参面ブラン推進協議会を経統して設置し

公募の委員や関係団体を代表する委員として 町 民がlt画の推進に関わる機

会を保ltしまえ
また、同確進麗議会の会践内容を公表することにより 町 民との情報共有

を因ります。

2 庁 内の推遺体制
実施計画日立低付けられた事業の推進にあたり、B8係各隈等とのと携 協

力を図るため さ むかわ男女共同参面ブラン連絡会を継続して設置しま曳

このIt画の基本理合である 「男女共同夢画社会の形成Jの ためには、町は

もとより、町民や事業所、Bg係団体などさまざまな主体の理解と協力が入か

せません,計 画の推進にあたっては そ れぞれの役割に応じた関わりができ
るよう体制を整備し、連携を図りながら取り組みます。

3 圏 係各出閣との連携
「男女共同李面社会の形蔵Jの ためには、町内のみならず、日や県 近 瞬

市町村やそのlLの関係団体などとの連携がとても重要で丸 こうした関係各

機関とのtr報交換を円滑に行 うとともに、工いに遵携 協 力しながらrt画の

推進を図りま汽

4 計 画の港行官要

計画の進行管理は 実 施lt面に位置付けられた事業の進捗本況について

関係各蝶学からの報告をもとに行いま丸 取りまとめた内容について、さむ

かわ男女共同夢画ブラン推進携議会に報告し、ご意見をいただきまえ

ブ
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Oさ むかわ男女栄同夢画ブラン推進傷機会設置要縛

改正 平 蔵 19年 4カ 1回

(捜置)

第 1条 本 町における男女平等多画社会の実現をめざし 行 政等と連携 して 女

性行政を揺合的に推進するため さ むかわ男女共同凄画ブラン推進協歳会く以下

「閣議会Jと いう。)を設置する。

(所告手項)

第 2条  海 議会の所掌事務は 次 のとおりとする。

(1)さ むかわ男女共同参画ブランの策定及び推進に関すること。

(2)女 性を取り巻く講問題解決のための施策のあり方に関すること。

(3)そ の他推進協議会の目的を達成するために必要な事項

‐ツ  (紅 繊)

第 3条 協 議会は 委 員 15入以内で組織する。

2 委 員は、次に掲げる者のうちから町長が安嘱する。

(1)町 激青委員会委員

(2)関 係団体の代表者

(3)町 内の企業関係者

14)一 般公募者

(任期)

第 4条  委 員の任顔は 2年 とする。ただし 人 員が生した場合の箱矢委員の任期

は、前任者の残任期FRHとする。

(会長及び副会長)

第 5条 協 議会に会長及びBl会長各 1人 をにき、委員の工選により定める。

2 会 長は、会務を総P4し 鶴 議会を代表する。
ツ

  3 副 会長は、会長を補をし、会長に手散あるときスは会長が欠けたときは そ の

破務を代表する。

(会働

第 6茶  協 践全の会議(以下 「合儀Jと いう。)は 会 長が必要があると認めたと

きに招集し そ の議長 となる。

2 会 議tと、委員の定数の過半数が出席しなければ、閉くことができない。

3 会 長は、会議の選き上必要があると露めるときは、委員以外の者に出席を求め、

その脱明又は意見を聴くことができる。

は 務)

第 7条  海 議会の承務は、町民環境部町民傑において処理する。

(奈任)
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さむかわ男女共同参回プラン推進協議会委員名簿

◎会長 O冨 Ⅲ会長

避出区分 氏 名 備 考

1 町教育委員会の委員 ◎撃 生侮
教育委員会委員

2

閃fr団体の代表者

鮒 車部
神奈川県立かながわ女性センター

H21 9 1 ～ H22 3 31

3 緋 捗
神奈川県立かながわ女性センター

122 4 1 ‐▼ H23 3 31

4 猪な
に
ぁけみ 剰 ‖町小中引 交長会

5 鮮 攘 案)町 婦人会

6 O舗 方`
運奮 かながわ女社会議

7 鶏
言
顛 与

社会福祉法人 新 生会
(4"町 子青て支援tン ター,吉 てアド′(イ

す―)

8 ズ態資督答 国際ツロブチミス ト寒川

9 役野務海
(福)想賜財団神奈"県 同胞援護会
(寒川町立旭保育国施設長)

ｎ
） 身資策虜:増倉

宮
茅ヶ崎保俺福祉事務所

11 町内の企業関係者 フボ貿 継 企業の代表 (寒)川町工業務全)

12 ″ 員濁1妊静
勤労者の代表 (湖南地域遭合)

13 公募による町民 榊 雛

14 〃 コ守 ひろみ

15 ル 藤 こ
子

，
実

と
登

ｎ
０

ア
■

任 期 :■ 21 9 1 ～  H23 3 31



Oさ むかわ男☆共同参画ブラン遭結会般[要 細

改正 平 成 10年4月 1日

て段こ)

第 1条 さ むかわ男女共同参面ブランの各手策を推進し、各醍等の調整を図るた

め、庁内にさむかわ男女共同募画プランと籍会(以下 「連絡会Jと い,。)を機

にする。

(所ⅢⅢ務)

第2条 せ 緒会の所客事務は 次 のとおりとする。

(1)さ むかわ男女共同参画プラン実施81回の原策の策定に関すること。

(2)さ むかわ男女共同参画プランに保わる各換章との調整及び推進に関すること。

(3)そ の他さむかわ男女共同奈画ブランの実施に必要な事項に関すること。

(組織)

第 3条 連 絡会は 別 表第 1におげる者をもつて組織する。

(会長及び副会長の職務)

第4条 達 籍会に会長及び副会長を置く。

2 会 長には町民環境部長を 副 会長には町民燦長をもって充てる。

3 会 えはt会 務を絡理し、運緒会を代表する。

4 副 会長は 会 長を稿とし 会 長に手故あるときヌは会長が欠けたときは そ の

碑移を代理する。

(会践)

第 5条 連 絡会の会議は、会長が招集し、会差がその議長となる。

2 会 貴は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め Rt明ヌはヽ意見を聴くこと

ができる。

(作業部会)

第 6条 連 絡会は、実施計画の原策の策定に必要な資料収集及7JE村  嗣 整をさ

せ 並 びにその原策を作成させるため作業部会を置く。

2 作 業部会は、別衰第2に掲げる所属のお導主手 副 主幹 副 技幹又はま査をも

つて組織する。

(部会え及び副部会長)

第 7条 件 業部会に部会長及び副部会長を置く。

2 部 会長及び目J部会長は 会 長が指名する。

3 部 会長は、会務を絡理し、作業部会を代表する。

4 日1部会長は 部 会長を細生し 部 合震に手枚あるとき又は欠けたときは、その

職務を代理する。

5 部 会長は、作業部会において検肘した事項を連絡会に報告しなければならない。

〔
υ
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(庶務)

第8条 連 絡会及び作業部会の席務は 町 民環境部町民課において処理する。

(安に)

第9条  こ の軍細に定めるもののほか 連 絡会 作 業部会の運営に関し 必 要な

事項は連絡会に詰つて定める。

附 員」

この要親は 平 成 12年 5月 16日から施行する。

附 則

この要細は 平 成 13年 4月 18か られ行する

lt 即,(平成 19年 4月 1日)

この要細は 平 成 19年 4月 1日をヽら施行する。
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別表第 1(第3条関係)

さむかわ男女共同参画プラン連絡会

職名

町民環境部長

総務部総務操長

健康福祉部福祉操長

健康福祉部子育て支援操長

健康福社部高齢介護課長

驚康福社部健康撰長

町民環境部町民摂長

町民環境部産業振興操長

教育委員会学校教育課長

教育委員会生涯学習課長

その他町長が指定する職員

別衰第 2(第6条関係)

作業部会

職各 区分

1 総務部総務課 指導主事

目1主幹

酌‖技幹

主査

2 健康福祉部福祉課

3 撻床福祉部子育て支援課

4 健康福祉部高齢介護謀

5 健康福祉部獲床課

6 町民環境部町民課

7 町民環境部産業振興課

8 敏青委員会学校教育操

9 教育委員会生涯学習操
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9周内 第3決さむかわ男女共同参面プラン策定に関する検討経過

年 月 日 項 寓

¬戎21年 10月 29日 平成 21年 度第 1回 さむお拶 力知司SEuブ ラン推進協議会開催

会長 穀 紙 の選限 びさ4「|力 男女共同銅画ブラン

■ltの進め方について

平成 21年 12月 22日 抑我21年 度第1回さむ功お男女共同勧師プラン連絡会開催

暉二次さむおお男女共同翻画プラン鋼 軸 顛 列巌 0予 定

について

男女共同参配 こ関するアンケートの調査項目1子〕 て`

平成22年  1月 18日 駒成21年度第2回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催

プラン唯 にあたつての如 ,卜考え力こついて

男女増司参画に関するアンケート∞ について

現徳 輛 面における削電点 採題十子)ヽて

平成 22年  1月 22日 駒戒21年 度第2田 さむかわ男女共同参画プラン推進協議会開催

プラン改定にあたっての基本的な考え方について

「男女共同勧国社会」に関するアンケート調査 (抑 について

現行の莞摘討副こおける鵡 点 課題について

判成22年  3月 24日 コ成21年 度第3回 さむかわ男去共同参画プラン連絡会開催

雌 男女共同濁国プランにおける体系について

駒戒22年  3月 25ヨ 平成21年 度第3回さむ力卵 多画プラン推進協議会開催

改虐男女共同参画ブランにおける体系について

判成22年  5月 28日 コ成22年 度第1回さむ力お男女共同参画プラン連絡会開催

改定男女封司顔国プランにおける鶏 寄 基本目標等について

平成22年 6月 16日 平成22年 度第1回 きむお韓男女共隣 画ブラン控送協議会開催

改定男女共同参回ブランにおける基本電気 基本目標等に〕 てヽ

平成 22年  7月  6日 平成22年 度第2回 さJJp力男女共同勧画プラン雑進協議会開階

改虐男鋼 司新 ランにおける勢  基 本目標年について

シ
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年 月 日 日項

平成22年  3月  3月 勲戒22年 度第3回さむかわ男女共同参回プラン鵜進協議会開催

改定男女共同参回プラン (寿剰 について

改定男女共同参画プランの名称1■ういて

平成 22年  3月 18日

～   3月 26日

碇 男期 司3 EHプラン実施細 日系るヒアリング実施

関係各課尊との実施帥ヨ予定事業についての貸兄把握 (10謀 11担 当)

¬成22年 9月 27日 平成22年 度第2回さむ功力男女共同参画プラン遥結会開塔

改定男女共同参画プランの実施討面について

孫成22年 10月  1日 拘戎22年 度第4回さむお"男 よ却 罰画ブラン推進協議会開催

改定男女共同参画ブランの実施計画について

抑成22年 11月  5日

～  12月  7日

“,,D窮 3次 さむかわ男女共同参画プラン (莉 ウ (ブリンクヨメント手

続き実近

く策料配布場所> 役 場町難 コ 同 1階ロピー案内 向 2,罰青縁公開

ヨーナー 公 民館 町 民セツター 北 部 軸 排帥学部点 健康管理セン

ター 知 叫総寄精 館 剰 叫14合図書館

く意見等> な し

拘戎23年  1月 19日 平成22年 度第3回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催

q尻例 第3次さむかわ男よ婦 罰画ブラン (剰 について

平成23年  1月 27B コ戎22年度第5回さむかわ男女共同参画プラン推進協議会開催

1防の 第3次さむ方"男 共共同参画プラン (痢 について

平成 23年 3月  日 「第3次さむカウ男女共同参画プラン ～ ～
」症
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男女共同参画社会基本法

平成 11年 6月 23日 公布 施 行
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目 次

前文

第 1率  絡 則 (第1条 ～第 12条)

第 2章  男 女共同参画社会の形成のに進に関する基本的施策(第13条 ～第20

条)

第 3章  男 女共同参画会議 (第21条 ～第28条 )

附則

我が国においては 日 本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ)男

女平等の実現に向けた様々な取組が,国 際社会における取紅とも運動しつつ

着実に進められてきたが な お二層の努力が必要と岩れている。
一方 少 子高齢化の進展,国 内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の

急速な変化に対応 していく上です男女が 五 いにその人権を率重 しつつ責任も

分かち合いぅ性別にかかわりなく そ の個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会の実現は 緊 要な課題となっている。

このような状況にかんがみ,男 女共同参回社会の実現を21世 紀の我が国社会

を決定する最重要課題と位置付け,社 会のあらゆる分野において 男 女共同参

両社会の物戎の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。

ここに,男 女共同参回社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方

向を示し, hV来に向かって国 地 方公共団体及び国民の男女共同参回社会の形

成に関する取旭を総合的かつ計画的に推進するため, この法律を常J定する。

第 1章 総 則

(目的)

第 1条  こ の法得は 男 女の人権が尊重され〉かつ 社 会経済情勢の変化に対

応できる畳がで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ)男 女共同

参口社会の形成に関し 基 本理念を定め 並 びに国 地 方公共団体及び国民

の費務を明ら力■こするとともに 男 女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の基本となる事項を定めることにより 男 女共同参画社会の形成を絡合的

かつ計画的に推進することを目的とするも

(定義)

第2条 こ の法合において 次 の各号に掲げる用話の意義は)当 該各号に定め
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るところによる。
一 男 女共同参画社会の形成 男 女が,社 会の対等な構成員として, 自ら

の意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保

され)も って男女が均年に政治的〉経済的,社 会的及び文化的利益を■

受することができ か つ 共 に責仁を担 うべき社会を形成することをい

う 。

二 積 極的改善措置 前 ;に 規定する機会に係る男女間の格差を改善する

ため必要な範囲内において 男 女のいずれか一方に対し,当 該綾会を積

極的に優供することをいう。

(男女の人権の尊重)

第3条  男 女共同多画社会の形成は1男 女の個人としての専厳が重んぜられ

ること)男 女が性別による差別的取扱いを受けないこと,男 女が個人とし

て能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として 行 われなければならない。

(社会における制度ヌは慣行についての配tg)

第 4条  男 女共同参画社会の形成に当たつては)社 会における制度又は慣行

が 性 別による固定的な役割分担等を反映して 男 女の社会における活動

の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより 男 女共同参画社会の

形成を「jI害する要因となるおそれがあることにかんがみ,社 会における制

度スは慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる

限り中立なものとするように配慮されなければならない。

(政策事の立案及び決定への共同参回)

第5条  男 女共同参両社会の形成は)男 女が 社 会の対等な構成員として,

国若 しくは地方公共団体における政策ヌほ民間の団体における方針の立

茶及び決定に共同して参 EHする機会が確保されることを旨として 行 わ

れなければならない。

(家庭生活における活動と他の活動の両立)

第6条  男 女共同参同社会の形成は)家 援を構成する男女が,相 互の協力と

社会の支援の下に,子 の養首,家 族の介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円消に果たし か つ 当 該活動以外の

活動を行 うことができるようにすることを旨として 行 われなければなら

ない。

(国際的協調)

第 7条  男 女共同参画社会の形咸の促A4が国際社会における取組とを接な関

係を有していることにかんがみ,男 女共同参画社会の形成は 国 際的傷調

の下に行われなければならな立`。
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(国のま務)

第8条  国 は 第 3条 から前条までに定める男女共同参画社会の形成について

の基本聖念 (以下 「基本理念Jと いう。)に のっとり 男 女共同参画社会のT/

成の促進に関する施策 (積極的改善措置を含む。以下同じ。)を 結合的に策定

し 及 び実施する責務を有する。

(地方公共団体の寅務)

第 9条  地 方公共団体は 基 本電念にのつとり,男 女共同彦函社会の形成の促

進に関し,国 の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区張の特

性に応 じた施策を策定し 及 び実施する資務を有する。

(国民の責務)

第 10条  国 民は 職 域 学 校 地 域 家 庭その他の社会のあらゆる分野におい

て 基 本理念にのつとり 男 女共同参画社会の形成に寄与するように努めな

ければならない。

(法制上の措置奪)

第 11条 政 府は 男 女英同参画社会の形成のに進に関する施策を実施するため

必要な法制上スは財政上の措置その他の措置を議じなけれl」ならない。

(年次報告等)

第 12条  政 府は 毎 年 国 会に 男 女共同参nt■会の形成の状況及び政府が講

じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施家についての報告を提出しな

ヤ)ればならない。

2 1tltは ぅ毎年)前 項の報告に係る男女共同参画社会の形蔵の状況を考慮し

て擦じようとする男女共同参画社会の形成の促進に閣する施策を明らかにし

た文書を作成し こ れを国会に提出しなければならない。

第 2言  男 女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

(男女共同参回基本計画)

第 13条  残 府は1男 女共同参回社会の形成の捉進に関する施策の総合的かつ所

回的な推進を図るため,男 女共同参回社会の形成の促進に関する基本的な計

画 (以下 「男女共同参回基本FT画Jと いウ。)を 定めなければならないも

2 男 女共同参画基本計画は 次 に掲げる事項について定めるものとする。
一 総 合的かつ長期的に議すべき男女共同参画社会の形成の促進に関する地

策の大縛

二 前 テに掲げるもののほか 男 女共同譲画社会の形成の促進に関する施策

を結合的かつrl画的に推進するために必要な事項

3 内 閣総呂大巨は 男 女共同参国会議の意見を聴いて,男 女共同参画基本計
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画の案を作成し,lES議の決定を求めなければならなとヽ。
4 内 閣総理大臣は)前項の規定による閣践の決定があったときは 遇時なく)

男女共同参画基本計画を公表 しなければならない。

5 前 2項 の規定は 男 女共同参画基本計画の変更について準用する。

(都道府県男女共同参画計画等)

第 14条 都 道府県は,男 女共同参画基本計画を勘案して 当 該都道府県の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画 (以下 「都道府県男女共同参回計画」という。)を 定めなければならない。

2 都 道府県男女共同参面計画は 決 に掲げる事項について定めるものとする。
一 都 道府県の区域において総合的かつ長期的に講すべき男女共同参面社会

の形成の促進に関する施策の大細

二 前 号に掲げるもののほか 都 道府県の区域における男女共同参mtL会 の

形成の促進に関する施策を結合的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市 町村は)男 女共同参回基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案し

て 当 該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての基本的な計画 (以下 「市町村男女共同参画計画」という。)を 定め

るように努めなければならない。

4 都 道府県ヌは市町村は,都 道府県男女共同参画計画ヌは市時村男女共同参

画計画を定め 又 は変更したときは,遅 滞なく こ れを公表 しなければなら

ない。

(施策の策定等に当たっての配慮)

第 15条 国 及び地方公共団体は 男 女共同疹画社会の形成に影響を及ぼすと認

められる施舞を策定し 及 び実施するに当たつては 男 女共同参回社会の形

成に配慮しなければならない。

(国民の閣 子を採めるための措置)

第 16条 国 及び地方公共団体は 広 報活動筆を通 じて 基 本理念に関する国民

の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。

(吉情の処理等)

第 17条 国 は,政府が実施する男女共同参画社会の形成の紀進に関する施策ヌ

は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての吉情

の処理のために必要なお置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参

画社会の形成をほ富する要因によつて人権が侵害された場合における被害者

の救済を図るために必要な措置を欝じなければならない。

(調査研究)

第 18条 国 ほ 社 会における制度スは慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響に関する調査研究その他の男女共同参両社会の形成の促進に関する施策
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の策定に必要な調査研究を強進するように努めるものとする。

(国際的協調のための措置)

第 19条 国 は,男 女共同参画社会の形成を国際的協FtRの下に促進するため,

外国政府又は国際機関との情報の交換そのlL男女共同参画社会の形成に関

する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を擦するよう

に努めるものとする。

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)

第20条 国 は,地方公共団■が実施する男女共同会画社会の形成の促進に関

する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成のに進に関して行う活

動を支援するため,情 報の提供その他の必要な措置を離するように多める

ものとする。

フ

第3章  男 女共同譲画会議

(設置)

第 21条  内 師府に,男 女共同参国会議 (以下 「会議Jと いう。)を 置く。

(所筆事務)

第 22条  会 議は,次 に掲げる事務をつかさどる。        ^
一 男 女共同参両基本計画に関し,第 13条第 3項 に規定する事項を処理す

ること。

こ 前 号に掲げるもののほか、 内閣総理大臣又は関係各大巨の話間に応 じ)

男女共同参両社会の形成の促進に関する基本的な方at 基 本的なす策及

び重要事項を調査審議すること。

三 前 2号 に規定する事項に関し 調 査著議 し 必 要があると認めるとき

は 内 閣総理大臣及び関係各大臣に対し 意 見を述べることゎ
チ      四  政 府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状

況を監視し 及 び政府の施策が男女共同参回社会の形成に及ぼす影響を

調査し 必 要があると認めるときは,内 閣結理大臣及び関係各大臣に対

し,意 見を述べること。

(組織)

第 23条  会 議は)践 長及び議員 24人 以内をもつて組織する。

(議長)

第 24条  議 長は 内 閣官房長官をもつて充てる。

2 議 長は,会 務を総理する。

(議員)

第 25条  議 員は 次 に掲げる者をもつて充てる

■ 内 閣官房長官以外の国務大臣のうちから,内 閣総理大巨が指定する者
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二 男 女共同夢回社会の形成に関し優れた騒見を有する者のうちから,内

閣総理大臣が任命する者

2 前 項第2,の 議員の数は 同 項に規定する議員の総数の 10分の5未満であ

ってはならない。

3 第 1項第 2号 の麟員のうち 男 女のいすれか一方の議員の数は,同 ■に規

定する議員の総数の 36分の4未 満であつてはならない。

4 第 1項第2,の 議員は,非 常勤とする。

(鶴員の任期)

第 26条  前 条第 1項第2=の 議員の任期は, 2年 とする。ただし,補 欠の議員

の任期は,前 に者の残任期間とする。

2 前 条第 1項 第2号 の麟員は 再 任されることができる。

(資料提出の要求等)

第 27条  会 議は,そ の所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは

関係行成機関の長に対し)監 視又は翻査に必要な資料その他の資料の提出,

意見の開陳)説 明その他必要な協力を求めることができる。

2 会 践は,そ の所筆事務を遂行するために特に必要があると認めるときは

前項に規定する者以外の者に対しても,必 要な協力を依頼することができる

(攻令への奏■)

第28条  こ の幸に定めるもののほか,会 議の組織及び議員その他の職員その他

会議に関し必要な事項は,政 令で定める。

附 貝J (抄 )

(施行期 日)

第 1条  こ の法告は 公 布の日から施行する。

(男女共同参画答議会設置法の廃止)

第2条  男 女共同参画警践会設置法 (平成9年 法律第 7号 )は ,廃 止する。

(経過措置)

第3条  前 条の規定による廃止前の男女共同参画等議会設置法 (以下 「旧替議

会設置法」という。)第 1条の規定により置かれた男安共同参回審議会は)第

21条 第 1項 の規定により置かれた審議会となり,同 一性をもつて存統するも

のとする。

2 こ の法告の施行の際現に 日害議会設置法第4条 第 1項 の規定により任命さ

れた男女共同参画籍議会の委員である者は,こ の法律の施行の日に 第 23条

第 1項 の規定により,誓 議会の委員として任命されたものとみなす。この場

合において,そ の任命 されたものとみなされる者の任期は 同 条第 2項 の規

定にかかわらず,同 日における 宮奪践会設置法第4条 第 2項 の規定により任
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命された男女共同参画審議会の委員としての仁期の残任期間と同一の期間と

する。

3 こ の法得の地行の凍現に旧奪議会設置法第 5条第 1項の規定により定めら

れた男女共同参面奪議会の会長である者又は同条第 3 rRの規定により指名さ

れた委員である者は,そ れてれ,こ の法合の施行の日に,第 24条第 1項の規

定により著議会の会長として定められ,ス は同条第3項 の規定により審議会

の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす

附 則 (平成 11年 7月 16日法告第 102')(抄 )

(施行期日)

第 1条  こ の法待は 内 閣法の一部を改正すると待 (平成 11年法律第 88号 )

の地行の日かられ行する。ただし,次 の各号に掲げる規定は 当 骸客号に定

める日から施行する
一 略

二 ll則 第 10条第 1項及び第5項  第

に第 30条の規定 公 布の日

(職員の身分引雄ぎ)

14条第3項 ,第 23条 )第 28条並び

第3条  こ の法律の施行の際現に従前の絡理府 法 務省,外 務省 大 蔵省 文

部省ヶ厚生省 農 ホ水産省 通 南産業省)運 輸省す郵政省 労 働省 建 設省

又は自治省 (以下この条において 「従前の府省」という。)の 職員 (国家行政

組織法 (昭和23年 法律第 120')第 8条 の著議会等の会長又は委員長及び委

員 中 央防災会議の委員, 日本工業標準調査会の会長及び委員並びにこれら

に類する者として攻令で定めるものを除く )で ある者は 別 に辞令を発せら

れない限り,同一の勤務条件をもつて こ の法律の施行後の内閣府す総務省)

法務省 外 務省 財 務省 文 部科学省 厚 生労駒省 農 林水産省,経 済産業

省,国 主交通省着 しくは環境省 (以下この条において 「翔府省」という。)又

はこれに置かれる部局若しくは機関のうち こ の法合の施行の際現に当該騒

員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の翔や省

又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当のF.l員

となるものとする。

(委員等の任期に関する経過措置)

第28条  こ の法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の奪議会その他の

機関の会長 委 員その他の職員である者 (任期の定めのない者を除く。)の 任

期は 当 該会長,委 員その他の職員の任期を定めたそれそれの法律の規定に

かかわらず,そ の日に満了する。
一

から十まで 略

ハ
０



十一 男 女共同参画審議会

十二から五十八まで 略

(別に定める経過培置)

第 30条  第 2条 から前条までに規定するもののほか こ の法律の近行に午い必

要 となる経過措置は 別 に法律で定める。

附 則 (平成 11年 12月 22日 法合第 160号 )(抄 )

(施行期 日)

第 1条  こ の法律 (第2条 及び第 3条 を除く。)は  平 成 13年 1月 6Bか られ

行する
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「男女共同参画社会」に関する

アンケート

集計結果

平 成 21(2009)年 度

調 査 時 期 :平 成 22年 2月

寒 サIi町
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騒
抽出方法

寒川町在tEの満20才 以上の男女3 000人

無作為抽出 (ただし男女同数)

調査方法

団室期間

郵送による配布 郵 送による回収

平成22年 1月 28日 ～2月 12日

巴S皐 ユ。%
基本集計項目

同時実施の 「すみよいまちづくリアンケートJよ り回答者の性別 年代を引用

性別 年 代
男 女 揺成比

20代 | 461 〈０こ
） 9 6柘

30代 | 85 111 16 9踏~  121朝

18 1招
25軸

40代 | 4 7 ｎ
Ｊ

ｎ
ロ

50代 1  91
60■ i lⅢ

■9
157

70～ 1  88 116 17 5銘
小計 1 拇 5 658 42朝 157“%
合計 1  1163

回答書の57%が 女性であり 町人日の構成
比と比べて女性の方お(やや多く男女とも60

代の回答力壌 ■多かった。
200      100 0      100      200

年代,1男女

38

博8F
正 日

日

国

日

日

□

ｏ．

錬

錬

備

賦

は

７

６

５

４

３

２

ロ
＾
０

ｎ
ｇ

157日

1 1

ｎ
ｇ

8

‖|■ 堕
■■9【

日 1

1日66

嘔
匝
４６匡
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門 l (1つ 選択)

3 パ ー ドタイマー

4 ア ルバイト (在宅ワーク否こう 321  28
5 妥 約社員              1 38  2
6「新梗重夕両房「

~~ ~~         1 081  11
6  派 遣牙働者             1  0 8 1 1  , 1
7 内 職       ~~~~~―

―一―― ―
『 096

輪 三二~~~百 =許率
(人数計)  (488)  (6a)

間2 女 性が職業を持つことについてどのようにお考えですか

あなたの就業形態はどれですか。

正規の征業員の宮Ⅲ合は男性が女

性の約3倍。

働いている女性の内訳では パー

トタイマーが最も多く次に正規の従

業員が多い。

(1つ 選択)

男性

女性

0%     ユ 0弘    20%    30%

。ヽ正規の従業員
。4ア ル′`イト(在宅ワーク含む)
日7内 描

40%    50X

Ej2自 営業主
S5契 約社員
日3察 職

フ0%   80%   90%   100%

。3パ ートタイマー

。6 FF遣労働者
口0そ の他

60%

ン 3 1慈

10%   2● qd   B。 %   40%   50%   60%   ,0%   る 0%   00%   I∞ %

。②女性は職奈を持たない方がよい
口④結婚するまでは戦実を持つ方がよい
国②子どもができるまでは職業を持つ方がよい
。〇桔晴や出産にかかわらず職養を持ち続ける方がよい
。②子どもがで宮たら仕事をやめ 大=くなったら再び磯撲(パート)を持つ方がよい
口④子どもができたら仕事をやめ 大きくなったら再び職業(常動)を持つ方がよい
。③わからない

男女とも 「結婚 出産にかかわら

ず職業を持ち続ける方がよいJが最

も多い。また 「子どもが大きくなっ

たら再び職業を持つ方がよいJとい

う考えは ′ヽ一卜常勤を合わせる

と 「職業をr7ち続ける方がよいJよ

りも多く女性の再就職を支援する

考えが多いことがうかがわれる。

478

65

631



問 3 女性が働き続けるために必要なこと 目1つ 選択)

6者奪 は言 ■,

②男女が協力して育児 介護等を担うとい

〈人数計)
(463)
(612)
(454)
(508)
(449)
〈601)
(456)
(613)
(458)
G06)
(457)
(608)
(455)
(609)

女性fよ「育児 介護体業宰が取りやすい環境の整備Jと並んで「女性が働き続けることこ対する家
族等の理解と協力Jが必要1考える割合が高い。女性が働き続けるために 家族や周囲の人々の理

境の整臨(男性)

(女性)
1    1

④保青 介藤0施設やす―ビスの充 |||||■ |||十1+||十11■
実(男性〉

て女性)

の レ,メ,4r制等り,様 を働き方がて

言う騒境の建幅(男性)

(女性)

0女 性わ【働=塩 けるこ=に 対する夜
族等り理解と協力(鼻性)

2 2

16

054

(女性)

032'065

0結 婚 出 虐 青 児 介 壊【退職し
た従業国の再雇昂制度の売真(身怯)

(女性)

の男女が協力して青児 介態等言壇
うというな譲(男1=)

(女性)

0女 性自身のEI壇̀ 癌 欲(男性)

(女性)

0% 20% 40% 60% る0%

。必要 日どちらかと言えば必要 。あまり必要でない 。必要ない

ミ

5 6

19
082 040
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問4 女 性が再就職しやすくするために必要なこと (各項目1つ選択)

〇女性ん【価吉続するこ

0樽驚 」査 言■

(女性)|

的 硬 中 D

翔 万[ぞ育嚇 等を担うという意識(男性う
(女性〉

理解 協力といつた意譲的な要素については 男性の方が「必要Jと思つている割合が非常ににい。

(人数計)
(465)
〈608)
(464)
(613)
(453)
(602)
1437)
(530)
(436)
(578)
(435)
(572)
(特4)

(532)

0吉■ 介態tt葉隼が取りやすヽヽ韓
境の日意(男性)

(女性)

④侵青 介 蔵つ施設やサーttスの売

真(男性)

(女性)

0ら み'イエ制寺り多様な観き方がで

言る隷境り整備(男性〉

(女性)

0女 性が働き続け0こ とに対す0家
槙尊り理解t協 力(男性)

(女性)

の情皓 出 産 青 児 介 態で退蔑し
た往業員の再雇用削度の充実(男性)

く女性〉

の再就較のための検収や磯驚割‖続の

充実(男性)
(女性)

⑤男すが協力して育児 介 逮等を迫
うという志誼(男性)

(女性〉

sa l■|十
13 15

|:|| | | | 十 十 111111111111 る O ill
049

12

04B

5 6 13

24

20

36 099

25 06S

12日 「
予 b17

25外 o ll

27

1 9

0,2

011

0% 狗 % 40オ 60% 80% 100%

D必 要 。どちらかと言えま必要 Sあまり必要でない 口必要ない

，
フ

食
ｕ



問5 「 仕事と生活の卸和(ワクライ列 ランス)」について知っていますかも (1つ 選択)

0% 10“ 20“ ao%   的 x   5o“    60X   ,張

。聞いたことがあり 内gも 知つている

日聞いたことはあるが 内害は知らない
tl田いたことはなく 内暮も知らない

90%    100%

内容についての日知度は 男女と

もに非常に[く 言葉の周知につい

てもまだまだ十分とは言えない。

０
９

０
）



間6 「 仕事J 「 家庭生活J 「 地域 個 人の生活Jの 関わり方の理想と現実
(それぞれ 1つ 選択)

理想(男性)

現実(男性)

理想(女性)

現実(女性)

0% 10%   20■    30%   範 %   50%   60%   れ %   る 0%

。②「仕事Jを優先したい
日④「家庭生活」を優先したい
。0「地域 個人の生活Jを優先したい
。0「仕事」と'家庭生活Jをどもに優先したい
S②「仕事」と「地域 個大の生活Jをともに優先したい
O②暖 庭生活Jとr地域 個人の生活」とともに優先したい
。①優先順位はうけられない
口②わからない

00% 100%

陣 如 01電 東て,01理 建 )類 ‐ )

― ―

④ 「仕事Jと 「地域 個人り生活」こともに優先したい

Jを 優先 したい

① 険 億と渚」と「地域 個人り生活」をとヽ t優先したい
優先順位はつけられない

斜ギ引瑠 基
弔 i一そ鵡一セ創i再

わからない 1  261  661  381  52

「仕事Jと「家庭生活Jまたは「地域 題人の生活」をともに優先したいとする割合は 男女とも 理想に

対して現実の方が少なく 男性は現実としては「仕事Jお堰 先 女性は「仕事」または「家底生活Jが優
先されている

（
Ｊ

ム０



間7 次 の場面で男女が平等になっていると思いますか (各項目1つ 選択)

0地塩 社 会活動の嶋て(男性)L

44

0%

llそう思う
国どちらともいえない
0そう思わない

26

,

,4

1

40%     50弘      SO%
国どちらかといえばそう思う
口どちらかといえはそう思わない
0わからない

〇家庭生活の中で(男性〉
(女性)

④職線の中てく耳忙)
(女性)

◎学度転育の揺ヤ(男性)
(女性)

0故 消りもて(男性)
(女1生)

12

(女性〉

の法構や制動 面て(男伸
(女性)

２，

　

　

２６0社会通な 慣 習 しきた り

も嘉sと

(女性ちるi

②社会査体て(縁
樹と

100%

(人数計)
(440)
(581〕
(428)
(554)
(424)
(541)
(431)
(561,
(433)
(558)
(432)
(563)
(434)
〈562)
(4341
(568)

「社会通念 慣習 しきたりなどで」と「社会全体でJにおいて男女が平等になっていると思わない割
合が高くまた 全体を通じて男性より女性の方が 男女平等になっていると「思わない」という割合が
高い。

20%

「70｀アS
O Ⅲ ⅢⅢ卜ヽ 20ヽ本 ヽ

ヽ 30本

ヽヽ ヽ18:ド ド

ドヽドヽ ヽ 25ヽドドヽ ド

べヽ、、、、、、、38ヽ ヽヽ ヽヽ ヽヽ ヽヽ
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関8 女 性の能力は十分に活用されているか。 (各項目1つ選択)

0寮 庭生活の中で(男性)
(女性)

C職 塩の中で(男性〉
(女せ)

②学校萩青りもて(鼻性)
く女性)

③重治り与で(男性)
(女性)

0地 域 社 会活動の43てく身忙)
(女性)

の法律や相産り面マ(男性)
(女性)

46

)29 3S

7, 61

12

B S

39

12
58~04

75
" 9ヽ 14

,3を打

11 19

|

0社会通0 ほ 日 しこたりなてて

冒
sど

1 4 8

く女性)46
12 12

②社会全体で((鼻忙)フ2
ヽit、

０
０

ｋ
０

(女催)■

31t
12

OX 20% 40% 60% る0% 100%
口そう思う
SJどちらとヽ いえない
。そう思わない

口どちらかといえ1まそう思う
。どちらかといえ1まそう思わない
。わから'よtヽ

(人数計)
(434)
(585)
024)
(555)
(416)
(543)
(422)
(561)
r426)

〈558)
〈423)
(559)
(422)
(561)
∽ 5)
G60

「家庭生活の中でJを除言 女性の権力が十分に活用されていると思う割合は 絡して低くなってい
る。
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②tク ″ヽラを受|,たことがある

(男性)

(難 )

④′t,ハ ラを受けたことがある

(身性)

(女性)

②DVを 受けたことがある(男性)
(女性)

〇セクハラをしたことがある(男性)
く女性〉

0′(ワハラとしたことがある

(男性)

(女性)

00Vを したことがある(男性)

は 忙)

0身 近に見向ましたことがある

(男性〉

(女ft)

の'近 な人わら相談を受けたことよ

ある(身桂)
(女性)

②自分の周りに費1すた人はいないと

思,(身桂)
(女性)

12

12 96

ヽ

64

/

B4

66

65

93

1 2

,

014
1ヽ

2 4

1′

044

い

1 2

1,

029

98

99

97

99

9a

00

23 ,6

26 73

90

87

0% 20%        40%

0該 当 日非該当

00% 100%60%

FH1 9 職場 地 域 学 校 家庭などでのハラスメント等 〈複数可)

〈人数計)
1496)
〈668)
(496)
(668)
く496)
(668)
(範6)
(658)
(496)
(668)
(496)
(668)
(495)
(668)
1496)
(658)
(496)
(668)

セクハラや′(ワハ

ラ DVを「身近に

見聞ましたことがあ

るJという割合が

男女ともこ20%以

上あり これらがご

く身近に存在してい

る問題であることが

うかがわれる。

〈女性,
七クハラをしたことがある(男性)

身近な人から預談を草げたことがある(男
― 一

 (

0塾 2日立上室Lと△官=去モコ ミ
輩 期 再
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間10 男 女共同参画社会を実現するために学技や社会教育の場等で必要な取組
〈各項目1つ選択)

0転 育に様わる人が男女共同核画を
建解するための意換啓発(男性)

(女性〉

④幼↓ヽ(1 てヽい)頃がら自立の志段を言
ユ 男 女平年諜 進する者す(4t)

(女性)

0と ,いことうわれすに社拘 縦 ,々少 野

に接fD可能な学四ほ全り優候('p

(女Ll

O女 性り人権の観点からDVなどの予
防報青(男性)

(女性)

を維教育り充実く男性)
(女性〉

0教育現J8ての相ま体納の売実
(男性)

(女性)

。必要

0%      2(

回どちらかと言えば必要

40%          60%

口あまり必要でない

80%         100%

D必 要ない

必要 犠訥鋼中=Ⅲヽ

卵 中 371   3 31   2 1
281   4 21  0 89

(人数計)
●19)
G671

く419)
く579)

(419)
(570)
(415)
(55つ
(418)
(565)
(415)
(561)

男女とも 相談体制の充実や教育関係者の男女共同参回への理解 学習機会の提供が 上位を占
めている。

フ3



問H 今 後 寒 川町の男女共同参画社会の実現のために 力 を入れるべきこと
(各項目,つ選択)

(人数計)
(426)
(571)

(424)
(558)
(429)
(586)
(4あ)
(578)
(423)
(559)

(増2)
1581)
(434)
(571)
〈429)
〈576)
(433)
(571)

男女ともに■位2つは同じだが それに続いて男性が学校や職場での男女平等等教育 意識の推進
を害げているのに対し 女性は家事 育児 介護への男性多加の促進を挙げている。

②地越や社会て活躍する女性リワー

ダー青成(男性)

(女性)

0学 按における男女平等教育り推進

(男性)
(女め

◎分接支理へり,忙,"り に基(男じ
(女性)

46

46

15

15

4 2

3 1

3

21

38

4 2

45
S l 23

〇子育て支理り売実(男性)
(封 =)

0女 性の配業支接の充実て男性)
(女性)

0男 催り烹事 青 児への姦航りlE進

(男性)
(女性)

③身女双方への憲討啓発り充実て現
世〉

(女じ

②女性への相談体朝の売真(男性)

(女性)

②駿場 こおける男女平年志決の権遣
(男性)

(女性)

33

33

00S

18

051

1 8

0 ,

2

086

2

1 2

80ス

2 5

1 2

o4WS

5 2 - 1 4

100%Oχ       20%      40%      60%

。必要 口どちらかと言え ま必要 口あまり必要でない □必要ない

ヨ

2B

0

48ゞ

33

02

40
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